
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「みやぎ発展税」 

活用実績等と今後のあり方 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和４年８月 

宮城県 
 

 

 

  

資料３ 



 

 

 

  



 

 

 

目 次 

 

Ⅰ はじめに ･･････････････････････････････････････････････････ １ 

  

Ⅱ 「みやぎ発展税」の概要 ････････････････････････････････････ ２ 
  

１ 課税期間 ････････････････････････････････････････････････ ２ 

２ 超過税率 ････････････････････････････････････････････････ ２ 

３ 適用法人等 ･･････････････････････････････････････････････ ２ 

４ 活用の基本的な考え方 ････････････････････････････････････ ２ 

  

Ⅲ 富県宮城推進基金の概要 ････････････････････････････････････ ３ 
  

１ 富県宮城推進基金の設置 ･･････････････････････････････････ ３ 

２ 基金の積立額と活用額の推移････････････････････････････････ ３ 

  

Ⅳ 「みやぎ発展税」活用事業の実績と成果等 ････････････････････ ４ 
  

１ 産業振興パッケージ ･･････････････････････････････････････ ６ 

（１）企業集積促進 ･･････････････････････････････････････････ ６ 

（２）技術高度化支援 ････････････････････････････････････････ 

（３）中小企業・小規模事業者活性化 ･･････････････････････････ 

（４）人材育成促進 ･･････････････････････････････････････････ 

８ 

１１ 

１３ 

（５）人材確保支援 ･･････････････････････････････････････････ １４ 

（６）地域産業振興促進 ･･････････････････････････････････････ １５ 

２ 震災対策パッケージ ･･････････････････････････････････････ １９ 

（１）災害に対応する産業活動基盤の強化 ･･････････････････････ １９ 

（２）防災体制の整備 ････････････････････････････････････････ ２０ 

  

Ⅴ 本県を取り巻く状況 ････････････････････････････････････････ ２１ 
  

１ 県内の経済情勢 ･･････････････････････････････････････････ ２１ 

（１）総論 ･･････････････････････････････････････････････････ ２１ 

（２）経済指標 ･･････････････････････････････････････････････ ２２ 

２ 国からの財政支援の動向 ･･････････････････････････････････ ２６ 

（１）復旧・復興に対する支援 ････････････････････････････････ ２６ 

（２）地方創生に対する支援 ･･････････････････････････････････ ２６ 



 

 

 

３ 県の施策等 ･･････････････････････････････････････････････ ２８ 

（１）「新・宮城の将来ビジョン」の策定 ･･･････････････････････ ２８ 

（２）「中小企業･小規模企業の振興に関する条例」に基づく施策の推進 ･････ ２９ 

４ 県内で発生する自然災害 ･･････････････････････････････････ 

５ 県の財政状況 ････････････････････････････････････････････ 

３０ 

３１ 

６ 県内企業等の声 ･･････････････････････････････････････････ ３２ 

  

Ⅵ 「みやぎ発展税」の今後のあり方 ････････････････････････････ ３４ 
  

１ 検討 ････････････････････････････････････････････････････ ３４ 

２ 提案 ････････････････････････････････････････････････････ ３６ 

（１）産業振興パッケージ ････････････････････････････････････ ３６ 

（２）震災対策パッケージ ････････････････････････････････････ ３９ 

３ 税収及び所要額 ･･････････････････････････････････････････ ４１ 

４ むすび ･･････････････････････････････････････････････････ ４１ 

  

参考１ 富県宮城推進基金条例 ･･････････････････････････････････ ４２ 

  

参考２ 「みやぎ発展税」活用事業の実績と成果（主な事業） ･･････ ４３ 
  

１ 産業振興パッケージ ･･････････････････････････････････････ ４３ 

（１）企業集積促進 ･･････････････････････････････････････････ ４３ 

（２）技術高度化支援 ････････････････････････････････････････ 

（３）中小企業・小規模事業者活性化 ･･････････････････････････ 

（４）人材育成促進 ･･････････････････････････････････････････ 

４７ 

５１ 

５５ 

（５）人材確保支援 ･･････････････････････････････････････････ ６０ 

（６）地域産業振興促進 ･･････････････････････････････････････ ６４ 

２ 震災対策パッケージ ･･････････････････････････････････････ ７０ 

（１）災害に対応する産業活動基盤の強化 ･･････････････････････ ７０ 

（２）防災体制の整備 ････････････････････････････････････････ ７２ 

  

参考３ 令和３年度「みやぎ発展税」活用事業一覧 ････････････････ 

 

参考４ 令和４年度「みやぎ発展税」活用事業一覧 ････････････････ 

７４ 

 

７９ 

  

 



1 

 

 

Ⅰ はじめに 
 

「みやぎ発展税」は，厳しい財政状況の中で，「宮城の将来ビジョン」（平

成１９年度～平成２８年度）に掲げた政策推進の基本方向である「富県宮城

の実現～県内総生産１０兆円への挑戦～」と「人と自然が調和した美しく安

全な県土づくり」に向けた取組を充実・加速させるため，平成２０年３月に

課税期間を５年間として導入したものです。 

「みやぎ発展税」を財源として，県内総生産１０兆円の達成を目指す産業

振興施策と震災時における被害を最小化させる施策に鋭意取り組んできた結

果，自動車関連産業や高度電子機械産業などを中心に企業集積が進んだほか，

耐震強化を行った橋梁は，東日本大震災においても落橋することなく緊急輸

送道路として機能するなど，多くの成果を生み出すことができました。 

平成２３年３月の東日本大震災発生以降，本県が「迅速な震災復興」と並

行して，「宮城の将来ビジョン」の実現を図るには，震災からの復旧・復興の

取組とともに，将来的にも安定した経済基盤の構築と震災の教訓を踏まえた

真に災害に強い県土づくりを引き続き推進していく必要があったため，「みや

ぎ発展税」の課税期間を平成２５年３月から５年間延長しました。 

平成２９年には,この延長後の課税期間が平成３０年２月までとなってい

ることを踏まえ,これまでの活用事業の実績や成果，県内の経済情勢や県政を

取り巻く環境等を総合的に検証しながら,今後のあり方を検討しました。この

結果，改定後の「宮城の将来ビジョン」（平成１９年度～令和２年度）におい

て引き続き目標に掲げた県内総生産１０兆円の達成に加え，中小企業・小規

模事業者の持続的発展のほか，人手不足への対応など，様々な環境変化によ

り生じる新たな課題の解決に積極的に取り組んでいく必要があったことから，

「みやぎ発展税」の課税期間を平成３０年３月からさらに５年間延長したと

ころです。 

この延長後の課税期間は，令和５年２月までとされていることから，改め

て活用事業の実績や成果，現在の県内の経済情勢や県政を取り巻く環境等を

総合的に検証しながら，今後のあり方を検討します。 
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Ⅱ 「みやぎ発展税」の概要 
 

１ 課税期間 

第１期：平成２０年３月から平成２５年２月まで（５年間） 

第２期：平成２５年３月から平成３０年２月まで（５年間） 

第３期：平成３０年３月から令和５年２月まで（５年間） 
 

２ 超過税率 

「みやぎ発展税」導入時の宮城県県税条例第４１条（昭和２５年宮城県

条例第４２号）（法人事業税）に定める税率（＝標準税率）の５％相当額 
 

３ 適用法人等 

資本金又は出資金の額が１億円を超える法人，若しくは所得が年４千万

円（収入金額の場合,年３億２千万円）を超える法人等 
 

４ 活用の基本的な考え方 

「宮城の将来ビジョン」の実現に向け，県経済の成長を図るための産業

振興に関する施策である「産業振興パッケージ」と大規模な地震による被

害の最小化に関する施策である「震災対策パッケージ」に活用しています。 

なお，第３期では，新たに生じた課題に対応するため，これまで４つの

施策の柱から構成されていた「産業振興パッケージ」を再編し，「中小企

業・小規模事業者活性化」，「人材確保支援」の２つの施策の柱を新たに追

加したほか，「中小企業技術高度化支援」，「人づくり支援」については，

それぞれ「技術高度化支援」，「人材育成促進」に名称を改め，６つの施策

の柱とし，推進していくこととしています。 
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Ⅲ 富県宮城推進基金の概要 
 

１ 富県宮城推進基金の設置 

「みやぎ発展税」は，富県宮城推進基金条例（平成２０年宮城県条例第

２８号・４２頁 参考１ 参照）に基づいて設置した富県宮城推進基金（以下

「基金」という。）に積み立ててから，活用することで，その税収額及び使途

を明確化しています。 

 
 

 

２ 基金の積立額と活用額の推移 

基金の各年度の積立額及び活用額の推移は次のとおりです。 

 

  

（単位：千円）

平成20年度 21 22 23 24 25 26 27 28 29

基金積立額（Ａ） 4,373,780 2,516,044 2,577,657 2,637,010 3,669,694 3,715,355 4,714,472 4,461,752 5,162,472 4,758,471

基金活用額（Ｂ） 832,662 866,517 767,246 1,325,687 2,667,987 3,153,171 2,829,464 2,545,014 3,683,534 4,051,986

（Ａ）－（Ｂ）:（Ｃ） 3,541,119 1,649,527 1,810,411 1,311,322 1,001,707 562,184 1,885,008 1,916,738 1,478,938 706,485

（Ｃ）の累計 3,541,119 5,190,645 7,001,056 8,312,378 9,314,085 9,876,269 11,761,277 13,678,015 15,156,953 15,863,439

30 令和元年度 2 3 4
(当初予算)

合　計

基金積立額（Ａ） 4,728,640 5,094,519 4,959,214 5,097,521 5,170,274 63,636,876

基金活用額（Ｂ） 3,168,725 6,114,987 3,710,470 5,353,570 6,257,134 47,328,154

（Ａ）－（Ｂ）:（Ｃ） 1,559,915 ▲ 1,020,468 1,248,745 ▲ 256,049 ▲ 1,086,860 16,308,721

（Ｃ）の累計 17,423,353 16,402,885 17,651,630 17,395,581 16,308,721

※ 各項目ごとに千円未満を四捨五入しているため，合計額とは一致しない場合があります。
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Ⅳ 「みやぎ発展税」活用事業の実績と成果等 

 

【事業費・基金活用額一覧】 （単位：千円）

企業集積
促進

技術高度化
支援

（～H29：

旧中小企業

技術高度化

支援）

中小企業・
小規模事業者

活性化

人材育成促進
（～H29：

旧人づくり支援

人材確保支援
地域産業
振興促進

小計

災害に
対応する
産業活動

基盤の強化

防災体制
の整備

小計

1,348,859 195,382 74,175 145,861 1,764,277 649,345 54,780 704,124 2,468,402

うち基金
活用額

301,813 195,382 34,196 117,571 648,963 128,920 54,780 183,699 832,662

1,567,842 72,443 109,764 219,138 1,969,188 823,230 57,607 880,837 2,850,024

うち基金
活用額

522,620 72,443 53,008 88,893 736,965 93,046 36,507 129,553 866,517

689,125 64,250 51,509 263,483 1,068,367 755,673 209,642 965,315 2,033,682

うち基金
活用額

207,522 63,020 24,406 167,204 462,152 109,552 195,542 305,094 767,246

1,092,894 29,022 10,644 90,901 1,223,461 206,827 23,917 230,744 1,454,205

うち基金
活用額

1,092,894 28,250 10,644 59,156 1,190,943 125,927 8,817 134,744 1,325,687

2,292,790 37,042 42,233 188,658 2,560,723 492,859 187,886 680,745 3,241,468

うち基金
活用額

2,282,090 36,551 15,409 167,148 2,501,198 79,066 87,723 166,789 2,667,987

2,723,204 127,473 86,307 243,699 3,180,684 2,944 95,292 98,236 3,278,919

うち基金
活用額

2,709,604 126,308 25,559 236,949 3,098,420 2,944 51,807 54,751 3,153,171

2,367,478 83,177 48,287 315,289 2,814,231 10,114 66,327 76,441 2,890,672

うち基金
活用額

2,340,812 80,164 47,334 306,289 2,774,600 10,114 44,750 54,864 2,829,464

2,009,990 184,303 53,270 233,526 2,481,090 38,983 64,518 103,501 2,584,590

うち基金
活用額

1,991,690 181,562 52,397 232,064 2,457,714 38,983 48,318 87,301 2,545,014

2,571,402 216,875 98,174 835,523 3,721,975 22,433 69,108 91,541 3,813,516

うち基金
活用額

2,544,802 213,320 97,297 753,938 3,609,358 22,433 51,743 74,176 3,683,534

3,335,529 282,488 93,437 337,804 4,049,258 26,938 53,559 80,497 4,129,756

うち基金
活用額

3,316,429 279,394 92,737 282,928 3,971,488 26,938 53,559 80,497 4,051,986

2,039,164 254,146 132,747 98,555 99,741 187,839 2,812,192 348,215 53,161 401,376 3,213,568

うち基金
活用額

2,026,264 250,038 132,747 97,855 99,741 160,704 2,767,349 348,215 53,161 401,376 3,168,725

4,800,126 238,861 161,909 93,267 83,619 195,979 5,573,761 438,972 117,938 556,910 6,130,670

うち基金
活用額

4,794,326 237,170 154,912 92,567 83,619 195,484 5,558,078 438,972 117,938 556,910 6,114,987

2,522,816 368,084 171,672 82,768 82,751 465,090 3,693,181 233,772 49,322 283,094 3,976,275

うち基金
活用額

2,514,006 199,722 165,023 79,739 82,751 415,005 3,456,248 233,772 20,450 254,222 3,710,470

事業費 4,249,282 1,018,812 215,613 90,004 68,162 240,871 5,882,743 11,836 30,268 42,104 5,924,847

うち基金
活用額

4,244,571 459,022 211,766 89,257 68,162 238,689 5,311,466 11,836 30,268 42,104 5,353,570

38,133,272 3,668,642 1,132,762 1,154,747 461,083 4,427,392 48,977,898 4,100,124 1,189,007 5,289,131 54,267,029

うち基金
活用額

35,407,403 2,914,458 1,107,948 934,658 461,083 3,882,863 44,708,413 1,708,701 911,040 2,619,741 47,328,154

※１ 令和4年度の基金活用額は当初予算額です。

※２ 項目ごとに百万円未満を四捨五入しているため，合計額とは合致しない場合があります。

6,182,768

6,163,472

37,984

37,984
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55,678

93,666
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6,276,434

6,257,134

合
　
計

事業費

令
和
４
年
度

事業費

うち基金
活用額

令
和
３
年
度

4,522,770

4,517,959

496,283

492,111

450,821

443,500

122,354

122,252

126,810

126,810 460,840

463,730

令
和
元
年
度

事業費

令
和
２
年
度

事業費

平
成
2
9
年
度

事業費

平
成
3
0
年
度

事業費

平
成
2
7
年
度

事業費

平
成
2
8
年
度

事業費

平
成
2
5
年
度

事業費

平
成
2
6
年
度

事業費

平
成
2
3
年
度

事業費

平
成
2
4
年
度

事業費

平
成
2
1
年
度

事業費

平
成
2
2
年
度

事業費

活用項目

産業振興パッケージ 震災対策パッケージ

合計

平
成
2
0
年
度

事業費
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なお，主な事業の詳しい内容は，４３頁「 参考２ 「みやぎ発展税」活用

事業の実績と成果（主な事業）」に掲載しております。 

  

【参考】
（単位：千円）

企業集積
促進

技術高度化
支援

（～H29：

旧中小企業

技術高度化

支援）

中小企業・
小規模事業者

活性化

人材育成促進
（～H29：

旧人づくり支援

人材確保支援
地域産業
振興促進

小計

災害に
対応する
産業活動

基盤の強化

防災体制
の整備

小計

6,991,509 398,140 288,325 908,043 8,586,016 2,927,933 533,832 3,461,765 12,047,781

うち基金
活用額

4,406,938 395,646 137,663 599,974 5,540,221 536,510 383,368 919,879 6,460,100

13,007,605 894,317 379,475 1,965,840 16,247,237 101,412 348,804 450,216 16,697,453

うち基金
活用額

12,903,339 880,748 315,325 1,812,167 15,911,580 101,412 250,177 351,589 16,263,168

18,134,158 2,376,186 1,132,762 486,948 461,083 1,553,509 24,144,645 1,070,778 306,371 1,377,149 25,521,794

うち基金
活用額

18,097,126 1,638,063 1,107,948 481,670 461,083 1,470,722 23,256,613 1,070,778 277,495 1,348,273 24,604,886

38,133,272 3,668,642 1,132,762 1,154,747 461,083 4,427,392 48,977,898 4,100,124 1,189,007 5,289,131 54,267,029

うち基金
活用額

35,407,403 2,914,458 1,107,948 934,658 461,083 3,882,863 44,708,413 1,708,701 911,040 2,619,741 47,328,154

※１ 令和4年度の基金活用額は当初予算額です。

※２ 項目ごとに百万円未満を四捨五入しているため，合計額とは合致しない場合があります。

第
3
期
計

事業費

合
　
計

事業費

合計

第
1
期
計

事業費

第
2
期
計

事業費

活用項目

産業振興パッケージ 震災対策パッケージ
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１ 産業振興パッケージ  

［第３期（平成３０年度から令和４年度）活用（見込）額：２３２億５７百万円］ 
 

（１）企業集積促進 

［第３期（平成３０年度から令和４年度）活用（見込）額：１８０億９８百万円］ 
 

○ 第１期から引き続き，企業立地奨励金をはじめとする企業誘致施策を

積極的に展開した結果，株式会社イズミテクノなどの新たな企業の立地

があったほか，地元企業やこれまでに立地したトヨタ自動車東日本株式

会社などによる工場の増設も進みました。 

○ トヨタ自動車東日本株式会社やサプライチェーンの中核となる企業の

関連企業が相次いで進出するとともに，県内企業との新たな取引が開始

されるなど，企業集積が着実に進展し，雇用の確保や地域経済のけん引

に大きく寄与しました。 

○ 第３期では，東日本大震災からの産業復興と次世代放射光施設設置に

よるイノベーション創出の拠点化を図るため，施設の整備・運営主体で

ある一般財団法人光科学イノベーションセンターに対して，敷地造成費

や基本建屋建築費等の補助を行い，令和６年度の本格運用開始に向けた

整備推進に取り組みました。 

 

【第３期（平成３０年度から令和４年度）実施事業一覧】 

 

 

  

事業概要
第1期

(20～24)
第2期

(25～29)
第3期

(30～R４)
H30 R1 R2 R3 R4

H30～R4
基金充当額

(千円)
事業の実績と成果

1
県内に工場等を新設又は増設した企業に対し，
奨励金を交付

○ ○ ○ ● ● ● ● ● 12,942,950
交付件数　101件
雇用創出　7,646人
(H30～R3累計)

2
中京地区において，自動車関連産業を中心に
企業誘致活動を強化

○ ○ ○ ● ● ● ● ● 52,573
企業訪問件数　1,485件
企業立地関与件数　3件
(H30～R3累計)

3
市町村等が行う工場用地造成事業に係る経費
を貸付

○ ○ ○ ● ● ● ● ● 410,800
貸付件数　1件
団地への立地件数　5件
(H30～R3累計)

4
仙台北部工業用水道の濁度対策事業に要する
経費を助成

－ － ○ ● ● ● － － 1,200,701
工業用水の高濁度時に濁度を低減して供給す
るための水処理施設　1件

5

県の工業用水を利用し，かつ，高い水質基準が
求められる立地企業に対し，新たに設置する浄
水施設の設置費用の一部を助成

－ － ○ － － ● ● ● 220,000
交付件数　2件
新規立地　1件
(H30～R3累計)

6
市町村等に対し，工業用地造成事業の実施に
あたって必要な調査に係る費用を補助

－ － ○ － － － ● ● 33,194
補助件数　2件
（R3）

7
開発系ＩＴ企業等の初期投資・新規雇用に奨励
金を交付

○ ○ ○ ● ● ● ● ● 218,064
交付件数　38件
立地件数　23件
（H30～R3累計）

8
首都圏のソフトウェア開発企業等への誘致セミ
ナーの開催

－ ○ ○ ● ● ● ● － 6,129
セミナーの開催　2件
参加企業の県内立地件数　3件
（H30～R3累計）

9
放射光施設の敷地造成費及び当該整備費用の
一部を助成

－ － ○ ● ● － － － 3,000,000 放射光施設　令和6年度本格運用開始予定

10 工業団地関連の交通信号機等を整備 ○ ○ ○ ● ● ● ● ● 12,716
工業団地関連信号機整備　7基
（H30～R3累計）

工業団地整備補助事業

情報通信関連企業立地説明会開催事業

放射光施設整備費補助事業

企業立地型交通安全施設整備事業

みやぎ企業立地奨励金事業

名古屋産業立地センター運営事業

工場立地基盤整備事業貸付金
（H30 企業立地促進法関連産業集積促
進事業）

工場立地関連特別対策事業

高水質浄水施設整備事業

情報通信関連企業立地促進奨励事業

1-1 企業集積促進
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【参考】関連する主な「宮城の将来ビジョン実施計画における目標指標」の状況 

目標指標等 
の状況 

当初数値 
（設定年度） 

実績値 
（測定年度） 

目標値 
（設定年度） 

製造品出荷額等（食料品製
造業を除く）（億円） 

29,502 億円 
(平成 19 年) 

38,676 億円 
(令和元年) 

37,199 億円 
(令和 2 年) 

製造品出荷額等（高度電子
機械産業分）（億円） 

11,868 億円 
(平成 19 年) 

12,671 億円 
(令和元年) 

11,164 億円 
(令和 2 年) 

製造品出荷額等（自動車産
業分）（億円） 

1,672 億円 
(平成 19 年) 

4,514 億円 
(令和元年) 

4,346 億円 
(令和 2 年) 

企業立地件数（件）［累計］ 
32 件 

(平成 20 年) 
364 件 

(令和 2 年) 
400 件 

(令和 2 年) 

企業集積等による雇用機
会の創出数（人）［累計］ 

0 人 
(平成 20 年度) 

20,053 人 
(令和 2 年度) 

15,000 人 
(令和 2 年度) 

企業立地件数（食品関連産
業等）（件）［累計］ 

3 件 
(平成 20 年) 

162 件 
(令和 2 年) 

163 件 
(令和 2 年) 

情報関連産業売上高（億
円） 

2,262 億円 
(平成 19 年度) 

1,787 億円 
(平成 29 年度) 

3,020 億円 
(令和 2 年度) 

企業立地件数（開発系ＩＴ
企業（ソフトウェア開発企
業））（社）[累計] 

0 社 
(平成 20 年度) 

31 社 
(令和 2 年度) 

15 社 
(令和 2 年度) 

企業誘致件数（進出外資系
企業数）（社）［累計］ 

5 社 
(平成 20 年度) 

28 社 
(令和 2 年度) 

22 社 
(令和 2 年度) 

宮城県内の一人当たり県
民所得（千円） 

2,807 千円 
（平成 26 年度） 

2,945 千円 
（平成 30 年度） 

3,037 千円 
（令和 2 年度） 

仙台塩釜港（仙台港区）の
コンテナ貨物取扱量[実入
り]（ＴＥＵ） 

134,856TEU 
(平成 20 年) 

185,446TEU 
(令和 2 年) 

191,000TEU 
(令和 2 年) 

仙台塩釜港（仙台港区）の
取扱貨物量（コンテナ貨物
除き）（万トン） 

3,309 万トン 
(平成 20 年) 

3,092 万トン 
(令和 2 年) 

3,882 万トン 
(令和 2 年) 
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（２）技術高度化支援 

［第３期（平成３０年度から令和４年度）活用（見込）額：１６億３９百万円］  
 

○ 公益財団法人みやぎ産業振興機構や県内学術研究機関等との連携促進，

公設試験研究機関の機能強化等により，県内製造業の技術力向上，経営

の高度化，営業力やマーケティング機能の強化など総合的な支援を行い

ました。 

○ 「みやぎ高度電子機械産業振興協議会」や「みやぎ自動車産業振興協

議会」を通じて，一層の企業間連携に向けたプロジェクト支援として，

企業の技術を相互に補完する産学連携による製品等の高付加価値化の提

案やマッチング等を推進し，デジタルエンジニアリングや次世代素材と

して期待されるセルロースナノファイバーなど，新たな産業分野への取

組に対しても積極的に支援を行ったほか，他分野への新規参入など取引

拡大に向けて，企業ＯＢ等のアドバイザーによる個別支援や展示会出展

支援，商談会開催等に継続して取り組みました。 

○ また，第３期では，県内中小企業等が産学官連携により技術開発等を

進め，競争力を高めるツールとして国庫補助事業「戦略的基盤技術高度

化支援事業」（サポイン）を活用するため，公益財団法人みやぎ産業振興

機構の体制を強化し，「事業管理機関」としての受け皿整備を行い，県内

企業の技術基盤高度化を図りました。 

○ これらの結果，県内中小企業の競争力が強化され，技術力や研究開発 

力，競争力等の向上につながり，取引の創出・拡大が着実に進みました。 
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【第３期（平成３０年度から令和４年度）実施事業一覧】 

 

事業概要
第1期

(20～24)
第2期

(25～29)
第3期

(30～R４)
H30 R1 R2 R3 R4

H30～R4
基金充当額

(千円)
事業の実績と成果

1

産学官金の連携を深め，本県の技術水準の向
上と産業振興を図るため，県内外のものづくり企
業が持つ技術や学術機関の研究成果の展示紹
介，ビジネスマッチを目的として開催される展示
会開催事業費の一部を補助

－ － ○ ● － － － － 2,000
「産学官金連携フェア」の開催　1回
ビジネスマッチ商談　51件
（H30）

2

本県の強みを活かした商品開発や地域づくりに
ついての調査検討を行うため，テーマ指定によ
る産学共同研究会を実施

－ － ○ － ● ● ● ● 6,526
放射光施設を利用した食品分野での商品開発
等の調査委託　3件
(R元～R3累計)

3

学術機関と連携し，表面・界面計測に基づいた
材料設計・商品開発・生産プロセス改善を目的と
したセミナーの開催，関連機器利用の促進，地
域企業におけるこの分野の技術的課題に対す
る技術支援

－ － ○ － － ● ● ● 3,364
セミナーの開催　2回
大学等との共同研究　9件
（R2～3累計）

4
最新の設備を産業技術総合センターに整備し，
県内企業の新製品開発や技術高度化を支援

○ ○ ○ ● ● ● ● ● 570,653
新規導入機器　17種
企業等への技術支援　2,868件
（H30～R3累計）

5
IoT機器，自動車や大型電子機器等における電
磁干渉試験に対応する施設を整備

－ － ○ － ● ● ● － 54,756 ＥＭＣ総合試験棟　令和4年度運用開始

6

産業技術総合センターに「みやぎDEセンター」を
設置し，デジタルエンジニアを育成と県内企業へ
技術を普及

－ ○ ○ ● ● ● ● ● 60,778
研究会・育成研修の開催　24回
育成研修受講者　75人
（H30～R3累計）

7

高度電子機械関連産業の集積を促進させるた
め，取引拡大や技術高度化等に向けた事業を
総合的に実施

○ ○ ○ ● ● ● ● ● 282,583

市場セミナーの開催　39回
展示会出展支援　22回
商談成立件数　86件
 （H30～R3累計）

8

地元中小企業による高性能リチウムイオン電池
の量産化及び製品出荷等における支援のた
め，産業技術総合センターの体制整備を実施

－ － － － ● － － － 5,928
製品振動試験実施件数　400件
（H30～R3累計）

9

県内中小企業等が技術開発等のツールとして有
効な国補助事業「戦略的基盤技術高度化支援
事業」（サポイン）を活用するため，（公財）みや
ぎ産業振興機構の体制整備強化を実施

－ － ○ － ● ● ● ● 35,418
体制強化人数　15人
事業管理件数　23件
（R1～3累計）

10

新事業，新産業創出などを促進するための産学
官連携による技術高度化等に必要な技術製品
開発，川下企業への参入を目指し試作開発に取
り組む県内企業に対し経費の一部を助成

－ ○ ○ ● ● ● ● ● 304,286

産学官連携による技術・製品開発
・地域イノベーション創出型　16件
・グループ開発型　9件
川下企業等参入のための試作開発　31件
（H30～R3累計）

11

東北放射光施設推進協議会活動及び県内企業
の放射光利用促進に向けた実地研修事業を実
施

－ － ○ ● ● ● ● ● 21,229

東北放射光施設推進協議会等の開催　4回
あいちトライアルユース補助　8件
放射光技術研究会講演会等の開催　2回
事業者向け参入支援ウェブセミナー開催　1回
成果報告会の参加者　291人
ウェブセミナー動画再生回数　517回
（H30～R3累計）

12
次世代素材であるセルロースナノファイバー
（CNF)に係るセミナー等の開催

－ ○ ○ ● ● ● ● ● 45,197

セミナー等の開催　6回
研究会の開催　9回
セミナー参加者　571人
大学等との共同研究　22件
（H30～R3累計）

13
産業技術総合センターが主体となり研究開発，
技術移転を支援

○ ○ ○ ● ● ● ● ● 58,675
研究開発テーマ　11件
県内企業への技術移転　54社59件
（H30～R3累計）

14

自動車関連産業の集積を目指し，県内企業の
新規参入や取引拡大に向けた事業を総合的に
展開

○ ○ ○ ● ● ● ● ● 186,671

県単独商談会の開催　4回
生産現場改善指導
　集合型　26回223社
　個別型　22社
人材育成補助件数　17社
セミナーの開催　10回
新技術・新工法研究開発促進支援　18件
ベンチマーク活動支援　24件
（H30～R3累計）

放射光施設設置推進事業

次世代素材活用推進事業

地域企業競争力強化支援事業

自動車関連産業特別支援事業
（人材育成センターを除く）

デジタルエンジニアリング高度化支援事
業

高度電子機械産業集積促進事業
（人材育成センターを除く）

新分野参入支援事業

ものづくり基盤技術高度化支援事業

新規参入・新産業創出等支援事業

1-2 技術高度化支援

産学官金連携推進事業

産学連携プロジェクト推進事業

素材先端技術活用推進事業

富県宮城技術支援拠点整備事業

産業技術総合センターEMC総合試験棟
整備事業
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【参考】関連する主な「宮城の将来ビジョン実施計画における目標指標」の状況 

目標指標等 
の状況 

当初数値 
（設定年度） 

実績値 
（測定年度） 

目標値 
（設定年度） 

製造品出荷額等（食料品製
造業を除く）（億円） 

29,502 億円 
(平成 19 年) 

38,676 億円 
(令和元年) 

37,199 億円 
(令和 2 年) 

製造品出荷額等（高度電子
機械産業分）（億円） 

11,868 億円 
(平成 19 年) 

12,671 億円 
(令和元年) 

11,164 億円 
(令和 2 年) 

製造品出荷額等（自動車産
業分）（億円） 

1,672 億円 
(平成 19 年) 

4,514 億円 
(令和元年) 

4,346 億円 
(令和 2 年) 

産業技術総合センターに
よ る 技 術 改 善 支 援 件 数
（件）［累計］ 

443 件 
(平成 20 年度) 

8,110 件 
(令和 2 年度) 

8,005 件 
(令和 2 年度) 

産学官連携数（件）［累計］ 
674 件 

(平成 20 年度) 
2,331 件 

(令和 2 年度) 
2,180 件 

(令和 2 年度) 

知的財産の支援（特許流通
成約）件数（件）［累計］ 

160 件 
(平成 20 年度) 

272 件 
(令和 2 年度) 

261 件 
(令和 2 年度) 

宮城県内の一人当たり県
民所得（千円） 

2,807 千円 
（平成 26 年度） 

2,945 千円 
（平成 30 年度） 

3,037 千円 
（令和 2 年度） 
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（３）中小企業・小規模事業者活性化 

［第３期（平成３０年度から令和４年度）活用（見込）額：１１億８百万円］ 
 

○ 中小企業・小規模事業者の持続的発展・成長に向けて，商工会・商工

会議所を通じて小規模事業者の経営計画の策定から計画に基づく取組を

実施するために必要となるセミナーや商談会の開催等を支援したほか，

地域産業を再生し，雇用の創出を図るため，創業又は第二創業しようと

する者に対して，スタートアップ資金の助成を継続して行いました。 

○ また，第３期では，公益財団法人みやぎ産業振興機構が培ったものづ

くり企業支援のノウハウを活用した生産現場における生産性改善の取組

への支援や，人員配置の適正化等による経営の安定化を促進したほか，

経営者に対して，事業承継の必要性を喚起するとともに，支援機関等と

のネットワークを構築・連携し，円滑な事業承継を支援することで，中

小企業の持続的発展や地域産業の再生を図りました。 

 

  



12 

 

 

【第３期（平成３０年度から令和４年度）実施事業一覧】 

 

【参考】関連する主な「宮城の将来ビジョン実施計画における目標指標」の状況 

目標指標等 
の状況 

当初数値 
（設定年度） 

実績値 
（測定年度） 

目標値 
（設定年度） 

創業や経営革新の支援件
数（件）[累計] 

119 件 
（平成 20 年度） 

2,762 件 
（令和 2 年度） 

2,320 件 
（令和 2 年度） 

製造品出荷額等（食料品製
造業を除く）（億円） 

29,502 億円 
(平成 19 年) 

38,676 億円 
(令和元年) 

37,199 億円 
(令和 2 年) 

製造品出荷額等（高度電子
機械産業分）（億円） 

11,868 億円 
(平成 19 年) 

12,671 億円 
(令和元年) 

11,164 億円 
(令和 2 年) 

製造品出荷額等（自動車産
業分）（億円） 

1,672 億円 
(平成 19 年) 

4,514 億円 
(令和元年) 

4,346 億円 
(令和 2 年) 

産業技術総合センターに
よ る 技 術 改 善 支 援 件 数
（件）［累計］ 

443 件 
(平成 20 年度) 

8,110 件 
(令和 2 年度) 

8,005 件 
(令和 2 年度) 

宮城県内の一人当たり県
民所得（千円） 

2,807 千円 
（平成 26 年度） 

2,945 千円 
（平成 30 年度） 

3,037 千円 
（令和 2 年度） 

事業概要
第1期

(20～24)
第2期

(25～29)
第3期

(30～R４)
H30 R1 R2 R3 R4

H30～R4
基金充当額

(千円)
事業の実績と成果

1

ものづくり産業の振興に資する研究開発を行う
ベンチャー企業等に対して，県内のインキュベー
ト施設やオフィス等に入居する場合の賃料の一
部を補助

－ － ○ ● ● ● ● ● 18,466

交付件数　52社
県内定着数　17社（R3年度末）
雇用者数　延べ1,897人
（H30～R3累計）

2

自動車関連産業・高度電子産業等に取り組む企
業の負担軽減による融資利活用の促進を図る
ため，県信用保証協会の基本保証料より引き下
げた県制度保証料を設定

○ ○ ○ ● ● ● ● ● 30,585

信用保証料補助件数　28件
（H30～R3累計）
県制度融資残高に占める産業振興資金融資
残高の割合　2.75％（R3）

3

商工会等が実施する地域資源を活用した新たな
特産品開発や開発後の販路開拓，ブラッシュ
アップ等の取組に対し助成

－ － ○ ● ● ● ● ● 12,363
事業計画認定件数　6件
特産品等の開発・ブラッシュアップ　76件
（H30～R3累計）

4

地域企業の底上げを目指す「ステージアップ支
援事業」において，目標達成（企業の底上げ）を
図るため，地域を牽引し，地域への波及効果が
期待される認定企業に対し，設備導入や研究開
発，販路開拓等に要する費用の一部を助成

－ － ○ － － － ● ● 36,477
支援件数　4件
（R3）

5

持続的に成長できる水産加工企業群を形成す
るため，徹底した伴走型支援による経営課題の
解決と中核人材の育成を通じて，企業競争力を
強化するとともに，企業間連携の取組を促進

－ － ○ － － － ● ● 63,878

専門家派遣　26社73回
支援件数　16件
グループ経営研究等支援　 7グループ
（R3）

6
創業又は第二創業しようとする者に対するス
タートアップ資金の助成

－ ○ ○ ● ● ● ● ● 247,376
交付件数　144件(新規76件，継続68件)
事業継続件数　74件
（H30～R3累計）

7
本県での創業を志向するUIJターン希望者への
創業環境等の情報提供

－ ○ ○ ● ● ● ● ● 47,442

大都市圏での創業情報提供　154回
創業セミナー等の開催　20回
相談対応　197件
新規創業件数　5件
（H30～R3累計）

8

「地域中小企業応援ファンド事業」と連携し，地
域資源等を活用した新商品・新サービス提供の
ための研究開発等を支援

－ － ○ ● ● ● ● ● 72,980
支援件数　71件
商品開発数　26件
（H30～R3累計）

9

県内ものづくり企業の生産現場における生産性
改善等の取組に対する支援，及び人員配置の
適正化等による経営の安定化の促進

－ － ○ ● ● ● ● ● 184,728
支援件数　88件
現場改善セミナーの開催　13回
（H30～R3累計）

10

販路開拓を進めるため，伴走型支援を県内全域
で展開し，ものづくり中小企業等の受注獲得を
支援

－ － ○ ● ● ● ● ● 81,172

支援件数　265件
商談会の開催　6件
商談会等における成約件数　143件
（H30～R3累計）

11
県内中小企業・小規模事業者の円滑な事業承
継を支援

－ － ○ ● ● ● ● ● 70,117
事業承継診断件数　10,153件
事業承継計画策定件数　2,321件
（H30.4～R4.3累計）

12

「みやぎＩＭ連携協議会」を設置し，インキュベー
ション・マネージャー（ＩＭ）のネットワーク化を図
り，地域の創業支援機能を強化

－ － ○ － ● ● － － 9,811

研修会の開催　7回
地域交流会の開催　5回
インキュベーション・マネージャーの取得　3人
（R1～R2累計）

13

県内中小企業等の生産性向上や事業拡大等に
向けて，デジタル化に向けた意識の底上げを図
るとともに，デジタル技術を活用したサービス又
はシステム，ソフトウェアの導入・開発に向けた
経費を助成

－ － ○ － － － － ● 158,000

セミナー等の開催　3回
アドバイザー派遣　225回
支援件数　75件
（R4見込み）

14

商工会・商工会議所が小規模事業者に対し伴走
型支援を強化するために実施する専門家派遣
について助成

－ ○ ○ ● ● ● ● ● 74,553

個別指導　1,820件
セミナーの開催　235回
（H30～R3累計）
経営計画策定件数　1,105件
補助金獲得件数　520件
（H30～R3累計）

水産加工業競争力強化支援事業

ステージアップ支援事業

新事業創出支援事業

生産現場改善強化支援事業

取引拡大チャレンジ支援事業

事業承継支援体制強化事業

みやぎ創業支援ネットワーク構築事業

小規模事業者伴走型支援体制強化事業

中小企業等デジタル化支援事業

1-3 中小企業・小規模事業者活性化

ものづくり産業起業家等育成支援事業

富県宮城資金円滑化支援事業

地域特産品等販路開拓等支援事業

スタートアップ加速化支援事業
（R2まで 創業加速化支援事業）

みやぎ創業推進事業
（R2まで 地域創業推進事業）
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（４）人材育成促進 

［第３期（平成３０年度から令和４年度）活用（見込）額：４億８２百万円］ 
 

○ 産学官の関係機関により構成する「みやぎ高度電子機械人材育成セン

ター」や「みやぎカーインテリジェント人材育成センター」等で実施す

る研修を通して，技術革新を担う人材の育成を進めるとともに，大学等

と連携して工学系の大学生を対象とする実践的な研修を実施し，高度電

子機械産業分野等での人材育成を進めた結果，研修修了生が関連分野の

企業へ就職するなどの成果に結びつきました。 

○ 引き続き，小中学校・高校から県内外の大学までの各年代それぞれに

応じた，ものづくり産業や県内企業の認知度向上施策に取り組んだほか，

企業ＯＢ等の熟練技能者を工業系高校へ派遣し，実践的な指導を行った

こと等により，多数の生徒が技能検定試験に合格するなど，企業で即戦

力となる人材が育成されました。 

【第３期（平成３０年度から令和４年度）実施事業一覧】 

 

【参考】関連する主な「宮城の将来ビジョン実施計画における目標指標」の状況 

目標指標等 
の状況 

当初数値 
（設定年度） 

実績値 
（測定年度） 

目標値 
（設定年度） 

ライフステージに応じた
基幹プログラムの推進数
（件）［累計］ 

8 件 
(平成 21 年度) 

20 件 
(令和 2 年度) 

21 件 
(令和 2 年度) 

県が関与する高度人材養
成事業の受講者数（人）［累
計］ 

399 人 
(平成 21 年度) 

1,457 人 
(令和 2 年度) 

1,511 人 
(令和 2 年度) 

県立高等学校生徒のイン
タ ー ン シ ッ プ 実 施 校 率
（％） 

62.2% 
(平成 24 年度) 

33.8% 
(令和 2 年度) 

80.0％ 
（令和 2 年度） 

新規高卒者の就職内定率
（％） 

94.3% 
(平成 20 年度) 

98.7% 
(令和 2 年度) 

100.0% 
(令和 2 年度) 

事業概要
第1期

(20～24)
第2期

(25～29)
第3期

(30～R４)
H30 R1 R2 R3 R4

H30～R4
基金充当額

(千円)
事業の実績と成果

1 大学生等の高度産業人材を育成 ○ ○ ○ ● ● ● ● ● 46,206

みやぎ高度電子機械人材セミナー
　研修修了者　68人
　高度電子機械関連企業への就職者数　8人
みやぎカーインテリジェント人材育成センター
　研修修了者　285人
　自動車関連産業分野への就職者数　67人
（H30～R3累計）

2

就職活動前の学生等を対象に県内ＩＴ企業等が
教育機関等と連携して行う事業に対し費用の一
部を助成，また，非情報系新卒学生等の採用後
の人材育成を支援

－ － ○ ● ● ● ● ● 87,060
研修参加人数　91人
（R3）

3 ものづくり産業の人材確保対策の実施 ○ ○ ○ ● ● ● ● ● 140,951

工場見学会参加者数　延べ3,706人
ｷｬﾘｱｶｳﾝｾﾗｰ派遣によるｾﾐﾅｰ　延べ118校
（H30～R3累計）
工業高校生のうち製造業就職率　52.1％
高校生のうち製造業就職率　34.1％
（R4.3卒）

4
即戦力としての技術者養成を行い，県内外の企
業の要請にこたえる人材を輩出

○ ○ ○ ● ● ● ● ● 3,558

企業派遣型研修　48人
招聘型研修　7校
（H30～R3）
県内高校生技能資格取得者数　1,283人
（H30～R3累計）

5
地域産業を担う専門的職業人を育成するため，
熟練技能者による実践的な指導を実施

○ ○ ○ ● ● ● ● ● 20,071
実践プログラム数　415件
県内高校生の技能資格取得者数(2級)　69人
（H30～R3累計）

6

ものづくり人材の育成と職場定着率向上のた
め，県内高校に「地学地就」コーディネーターを
配置

－ ○ ○ ● ● ● ● ● 183,823 企業訪問数　1,263件（H30～R3累計）
「地学地就」産業人材育成事業
（R2まで　地学地就・地域産業の担い手
育成推進事業）

ものづくり人材育成確保対策事業

産業人材養成教員研修事業

みやぎクラフトマン２１事業

1-4 人材育成促進

高度産業人材育成センター運営事業

IT人材採用・育成支援事業
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（５）人材確保支援 

［第３期（平成３０年度から令和４年度）活用（見込）額：４億６２百万円］ 
 

○ 首都圏など県外に居住するプロフェッショナル人材を新たに雇用， 

またはお試し就業を実施した県内中小企業に対して助成金を支給するこ

とにより，県内企業の高度人材確保を図るとともに，県内へのＵＩＪタ

ーンを促進し，新規事業の立ち上げ,経営改善を行うことができました。 

○ また，第３期では，首都圏の大学生等を対象に，地元企業でのインタ

ーンシップ参加経費の助成や，県内の専門学校を卒業後に日本での就労

を希望する外国人留学生と県内企業のマッチング支援を行うなど，専門

的な知識や経験を有する人材等の県内企業への環流（ＵＩＪターン）促

進や企業の人材確保に向けた環境整備等を支援しました。 
 

【第３期（平成３０年度から令和４年度）実施事業一覧】 

 
 

【参考】関連する主な「宮城の将来ビジョン実施計画における目標指標」の状況 

目標指標等 
の状況 

当初数値 
（設定年度） 

実績値 
（測定年度） 

目標値 
（設定年度） 

ライフステージに応じた
基幹プログラムの推進数
（件）［累計］ 

8 件 
(平成 21 年度) 

20 件 
(令和 2 年度) 

21 件 
(令和 2 年度) 

県が関与する高度人材養
成事業の受講者数（人）［累
計］ 

399 人 
(平成 21 年度) 

1,457 人 
(令和 2 年度) 

1,511 人 
(令和 2 年度) 

県立高等学校生徒のイン
タ ー ン シ ッ プ 実 施 校 率
（％） 

62.2% 
(平成 24 年度) 

33.8% 
(令和 2 年度) 

80.0％ 
（令和 2 年度） 

新規高卒者の就職内定率
（％） 

94.3% 
(平成 20 年度) 

98.7% 
(令和 2 年度) 

100.0% 
(令和 2 年度) 

事業概要
第1期

(20～24)
第2期

(25～29)
第3期

(30～R４)
H30 R1 R2 R3 R4

H30～R4
基金充当額

(千円)
事業の実績と成果

1

県内に立地した企業の雇用確保の支援を効果
的に実施するため，高校生を中心とした就職予
定者やその家族に対して立地企業の魅力を発
信するための情報提供

－ － ○ － － ● ● ● 10,675
訪問件数　101件
内定者数　108人
(R2～3)

2
首都圏の県内出身大学生等を対象に，地元企
業でのインターンシップ参加経費の一部支援

－ － ○ ● ● ● ● ● 1,099
補助件数　延べ62件
参加学生県内就職者数　112人
（H30～R3累計）

3

企業と学校，企業間，さらに支援を行う行政機関
同士をコーディネートする専門的人材を配置し，
情報のグリップ強化を図る

－ － ○ ● ● ● － － 55,087
訪問件数　延べ1,479件
（企業　延べ913件，学校ほか　延べ566件）
（H30～R2累計）

4

県内で働く社会人との交流の場を設けることに
より，学生の視野を広げ，県内企業や県内就職
についての具体的イメージを持たせるきっかけと
し，県内企業の認知度向上を図るとともに，県内
企業への就職を促進

－ － ○ － － － ● ● 14,485
業界研究セミナー参加学生数　延べ42人
交流イベント参加学生数　延べ75人
（R3）

5

民間就職サイト内に宮城県の特集コンテンツを
開設するとともに，県内企業の求人掲載支援を
行う

－ － ○ ● ● ● － － 52,026

民間就職サイト内に宮城県の特集コンテンツ
開設
求人掲載支援　28件
（H30～R2累計）

6
県外の学生に対して採用面接等のため来県した
際の交通費・宿泊費の一部を助成

－ － ○ ● ● ● ● ● 50,939
補助件数　273件
UIJターン就職人数　235人
（H30～R3累計）

7
ＵＩＪターン就職によりプロフェッショナル人材を受
け入れた企業に対する助成

－ ○ ○ ● ● ● ● ● 143,474
交付件数　75件
正規雇用となった者　72人
（H30～R3累計）

8

県内の専門学校等に在籍し卒業後に日本国内
での就労を希望する外国人留学生と，県内中小
企業のマッチングを支援

－ － ○ ● ● ● ● ● 75,793

企業相談件数　519件
セミナーの開催　73回
県内就職内定者数　165人
（H30～R3累計）

9
工業団地内等における事業所内保育施設等の
整備に対する助成

－ ○ ○ ● ● ● ● ● 57,505
事業所内保育所整備　1件
（H30）

みやぎ学生×企業コミュ活事業

企業情報発信支援事業

学生UIJターン支援事業
（H30　ものづくり人材学生UIJターン支援
事業）

宮城ＵＩＪターン助成金事業

外国人材マッチング支援事業
（R2まで　 外国人雇用アシスト事業）
（H30　外国人留学生マッチング事業）

産業振興型保育施設整備緊急加速化事
業

1-5 人材確保支援 

立地企業雇用確保支援対策事業

ものづくり企業コーディネーター設置事業

インターンシップ学生応援事業
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（６）地域産業振興促進 

［第３期（平成３０年度から令和４年度）活用（見込）額：１４億７１百万円］  
 

○ 優良なＩＴ商品を認定し，販売活動等を支援することを通じて，県内

ＩＴ企業が開発した商品の県内ユーザー企業への導入を促進したほか，

各産業分野における生産性向上・サービス創出を促進するため，AI･IoT

等のデジタル技術の実装に向けた実証機会の創出や，各産業とＩＴ産業

との連携による AI･IoT 等の普及促進に取り組み，地域産業のＩＴ化の推

進を支援しました。 

○ 商店街活動の新たな担い手やリーダーの創出を図ることを目的として，

先進事例を学ぶためのセミナーを実施するとともに，商店街の若手・女

性事業者による実践的な取組等を支援することにより，商店街の次代の

リーダーとなり得る人材を育成したほか，実践的な取組への支援を通じ

て，若手・女性商業者における商店街活動のノウハウの蓄積に寄与し，

ネットワークミーティングを開催することで，各地域での取組事例を広

く波及させることができました。 

○ 宿泊施設や観光集客施設における，無料で使用できる公衆無線ＬＡＮ

等の設置を支援することで，外国人観光客等を迎える環境の整備を行い

ました。 

○ 企業的経営感覚を持ってアグリビジネス経営に取り組む人材や法人の

育成を図るとともに，先進的な施設の整備等に対して支援することによ

り，アグリビジネス経営体数を着実に伸ばしました。 
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【第３期（平成３０年度から令和４年度）実施事業一覧】 

 

  

事業概要
第1期

(20～24)
第2期

(25～29)
第3期

(30～R４)
H30 R1 R2 R3 R4

H30～R4
基金充当額

(千円)
事業の実績と成果

1
地方振興事務所からの企画提案により，地域産
業の持続的な発展に資する取組を実施

－ － ○ － － ● ● ● 19,853
説明会参加企業　65社
（R2～3累計)

2

積極的な事業展開を行う伝統的工芸品製造業
者に対する産学官連携等による需要開拓支援
等

－ ○ ○ ● ● ● ● ● 15,032
交付件数　18件
展示会等への出展支援　8件
（H30～R3累計)

3

県内の優れた工業製品を発掘し，「みやぎ優れ
ＭＯＮＯ」として認定するとともに，認定製品の市
場開拓や販路拡大等を支援

－ ○ ○ ● ● ● ● ● 42,500
認定製品数　23製品
展示会等への出展回数　27回145社
（H30～R3累計)

4
県内ＩＴ企業のソフトウェア商品の地元産業への
導入を促進

○ ○ ○ ● ● ● ● ● 70,856

認定件数　7件
（H30～R3累計）
情報通信関連産業売上高　3,011億円
（R3）

5
先進企業・大学等への技術者派遣や，AI・IoTの
ビジネス創出を支援

○ ○ ○ ● ● ● ● － 27,714

派遣OJT支援件数　7社
（H30～R3累計）
情報通信関連産業売上高　3,011億円
（R3）

6

AI･IoT等のビジネス創出のための実証機会の創
出，AI･IoTを活用する人材の育成及びIT企業と
ユーザー企業等の異業種間連携促進により，
AI･IoTの産業創出・活用促進

－ － ○ － － － ● ● 88,306

AI・IoT実証事業申請件数　3件
人材育成研修企業数　18社
セミナーの開催　2回
（R3）

7

沿岸被災地をフィールドとした電動モビリティの
活用実証事業に関し，実施主体（女川町，南三
陸町）の実施費用の一部を助成

－ － ○ － ● ● ● ● 15,980
実証事業　2件
（R1～R3累計）

8
UDタクシー車両を新たに導入する事業者等に対
し，導入費用の一部を補助

－ － ○ － － ● ● ● 75,800

交付件数　23社28件
（R2～R3累計）
県内ユニバーサルデザインタクシーの割合
2.6％（R3.3末）

9

社会問題等に対応できる先進的な商店街として
発展するための計画策定及び当該計画の実施
に必要な事業を総合的・継続的に支援

－ ○ ○ ● － － － － 38
商店街再生加速化活動計画策定数　2件
（H30）

10

商店街組合やまちづくり会社が商店街の課題を
解決するために必要なソフト・ハード事業及びビ
ジョン形成に対して助成

－ － ○ － ● ● ● ● 32,759
商店街ビジョン形成件数　7件
課題解決商店街数　5件
（R1～R3累計）

11

将来，商店街等の地域商業リーダーとなる人材
を育成するため，セミナーの開催や若者・女性
商業者が実施する新たな魅力発信などの事業
に対して助成

－ － ○ － ● ● ● ● 20,056
セミナー修了者　21人
交付件数　24件
（R1～R3累計）

12

商店街組織や商業者等が実施する，従来の商
業機能を強化・補完するための新たな販売手法
の取組に対して費用の一部を助成

－ － ○ ● ● ● ● ● 15,115
支援件数　5件
（H30～R3累計)

13
県内中小企業支援機関が県内外で開催する商
談会等に係る経費に対する補助

－ ○ ○ ● ● ● ● ● 14,973

商談会開催数　延べ60回
参加サプライヤー数　延べ1,197社
商談成立件数　511件
（H30～R3累計)

14

外国人旅行客受入基盤の充実，観光情報の提
供環境を向上させるため，無線LAN及び観光案
内版等を設置する事業者の経費の一部を補助

－ ○ ○ ● ● ● ● ● 31,182
交付件数　29件 （H30～R3累計)
外国人観光客宿泊者数　12万人（R2）

15

将来的な宮城県へのリピーターを獲得するた
め，北海道地区，中部以西地区の学校に対して
震災研修を含めた教育旅行の招請を実施

－ ○ ○ ● ● ● ● ● 13,927
モニターツアーの開催  4回（H30～R3累計）
観光消費額　2,498億円（R2）

16
観光客が容易に立ち寄ることができる環境を整
備

○ ○ ○ ● ● ● － － 134,109
蔵王国定公園内トイレの改築
湯浜線歩道及び船形山登山道の整備

17

海外販路開拓に取り組む県内企業を支援する
ために，ジェトロのネットワークを活用してデザイ
ン・意匠・工芸品系の有力バイヤーを招請

－ － ○ ● ● ● － － 8,400

支援社数　31社
商談数　62件
成約数　45件
（H30～R2累計）

18

教育旅行やインセンティブツアーの誘致に取り
組むとともに，現地デスクの設置等により現地で
の情報発信機能を強化

－ ○ ○ ● ● ● ● ● 96,694

海外サポートデスクの設置　3か所
現地プロモーション　33回
現地デスク情報発信数　1,786件
（H30～R3累計）
外国人観光客宿泊者数　53万人（R1）

19

県産食品の輸出拡大に向けて，ボトルネックとな
ることの多い貿易・流通面の支援強化により，生
産から海外販路までの効果的な物流モデルを構
築し，県内への横展開を図ることにより，県産食
品の海外販路開拓を支援

－ － ○ － － － ● ● 6,351

相談対応　148件
マーケティング支援　 95件
輸出に取り組む県内企業の増加　11件
（R3）

20

ベトナム・マレーシア・インドネシア等に関して，
政府機関に対する県の窓口業務や県内企業向
けのビジネスアドバイザリーデスク業務を実施

－ ○ ○ ● ● ● ● ● 32,768

支援業務　48社262件
商談件数　120件
商談成立件数　6件
（H30～R3累計）

21
商用水素ステーションを整備しようとする事業者
に対する補助

－ ○ ○ － － ● ● － 79,207
補助件数　2件1か所
（R2～R3累計）
商業用水素ステーション数　2か所（R3末）

22
水素エネルギーに関する産業創出に向けた学
術機関と連携した研究セミナーの開催

－ ○ ○ ● ● ● ● ● 4,569
セミナーの開催　8回
（H30～R3累計）
同分野参入意欲向上企業数　8社（R2末）

23
アグリビジネス経営に取り組む人材や企業育
成，施設整備

○ ○ ○ ● ● ● ● ● 544,706
施設整備補助金件数　8件
（H30～R3累計）
アグリビジネス経営体数　124経営体（R3末）

24

多様性に満ちた農業経営体（採卵養鶏・養豚）の
経営の安定と発展をはかるため，意欲ある中小
規模の生産者を支援し，畜産の労働生産性向
上・食品産業との連携強化による持続的な地産
地消を推進し，食を基軸とする付加価値の連鎖
（バリューチェーン）の構築

－ － ○ － － － － ● 24,530

販売会の開催　2回
出展支援補助件数　20件
研修会の開催　１回
ICT･IoT等技術導入支援補助件数　12件
（R4見込）

25
仙台空港民営化を契機とした航空旅客及び貨物
量拡大に向けた実証事業等を実施

－ ○ ○ ● ● ● ● ● 55,299

調査・連携事業実績　7件
（H30～R3累計）
仙台空港乗降客数　1,651千人(R3)
仙台空港貨物取扱量　2,645トン(R3)

東南アジアとの経済交流促進事業

水素エネルギー産業創出事業

アグリビジネス経営確立支援事業

多様で特色のある県畜産物の生産消費
促進事業

外国人観光客誘致促進事業

AI・IoT産業創出・活用促進支援事業

仙台空港６００万人・５万トン実現推進事
業

県産食品海外ビジネスマッチングサポー
ト事業

水素ステーション導入促進事業

商店街再生加速化支援事業

次世代型商店街形成支援事業

商店街NEXTリーダー創出事業

買い物機能強化支援事業

次世代自動車技術実証推進事業

ユニバーサルデザインタクシー普及促進
事業

教育旅行誘致促進事業

みやぎ観光戦略受入基盤整備事業

県内製造業ニッチトップ海外展開事業

販路拡大推進支援事業
（H30　商談会開催支援事業）

外国人観光客受入環境整備促進事業

みやぎ優れＭＯＮＯ発信事業

みやぎIT商品販売・導入促進事業

みやぎＩＴ市場獲得支援・形成促進事業

1-6 地域産業振興促進

SDGs追求型地域産業振興事業

みやぎの伝統的工芸品産業振興事業



17 

 

 

【参考】関連する主な「宮城の将来ビジョン実施計画における目標指標」の状況 

目標指標等 

の状況 

当初数値 

（設定年度） 

実績値 

（測定年度） 

目標値 

（設定年度） 

製造品出荷額等（食料品製
造業）（億円） 

6,014 億円 
(平成 19 年) 

6,579 億円 
(令和元年) 

6,138 億円 
(令和 2 年) 

１事業所当たり粗付加価
値額（食料品製造業）（万
円） 

22,535 万円 
(平成 19 年) 

32,404 万円 
(令和元年) 

30,200 万円 
（令和 2 年） 

サービス業の付加価値額
（億円） 

22,129 億円 
(平成 18 年度) 

24,273 億円 
(平成 30 年度) 

25,273 億円 
（令和 2 年度） 

情報関連産業売上高（億
円） 

2,262 億円 
(平成 19 年度) 

1,787 億円 
（平成 29 年度） 

3,020 億円 
（令和 2 年度） 

観光客入込数（万人） 
5,679 万人 
(平成 20 年) 

6,796 万人 
（令和元年） 

7,000 万人 
（令和 2 年） 

観光消費額（億円） 
3,283 億円 
(平成 22 年) 

3,989 億円 
（令和元年） 

4,000 億円 
（令和 2 年） 

外国人観光客宿泊者数（万
人泊） 

15.1 万人泊 
(平成 20 年) 

12.2 万人泊 
（令和 2 年） 

50 万人泊 
（令和 2 年） 

農業産出額（億円） 
1,875 億円 
(平成 20 年) 

1,902 億円 
（令和 2 年） 

2,015 億円 
（令和 2 年） 

園芸作物産出額（億円） 
278 億円 

(平成 25 年) 
339 億円 

（令和 2 年） 
422 億円 

（令和 2 年） 

アグリビジネス経営体数
（経営体） 

58 経営体 
(平成 20 年度) 

122 経営体 
(令和 2 年度) 

130 経営体 
（令和 2 年度） 

漁業生産額（億円） 
808 億円 

(平成 19 年) 
834 億円 

(令和元年) 
777 億円 

（令和 2 年） 

水産加工品出荷額（億円） 
2,817 億円 
(平成 19 年) 

2,324 億円 
(令和元年) 

2,582 億円 
（令和 2 年） 

宮城県の貿易額（県内港
湾・空港の輸出入額）（億
円） 

11,050 億円 
(平成 20 年) 

8,041 億円 
(令和 2 年) 

11,200 億円 
（令和 2 年） 

県の事業をきっかけとし
た海外企業等との年間成
約件数（件） 

27 件 
(平成 20 年度) 

15 件 
(令和 2 年度) 

16 件 
（令和 2 年度） 

宮城県内の一人当たり県
民所得（千円） 

2,807 千円 
（平成 26 年度） 

2,945 千円 
（平成 30 年度） 

3,037 千円 
（令和 2 年度） 

東北地方の延べ宿泊者数
（万人泊） 

3,760 万人泊 
(平成 22 年) 

2,827 万人泊 
（令和 2 年） 

4,200 万人泊 
（令和 2 年） 
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目標指標等 

の状況 

当初数値 

（設定年度） 

実績値 

（測定年度） 

目標値 

（設定年度） 

仙台空港乗降客数（千人） 
2,947 千人 

(平成 20 年度) 
1,217 千人 

(令和 2 年度) 
4,100 千人 

(令和 2 年度) 

仙台空港国際線乗降客数
（千人） 

260 千人 
(平成 20 年度) 

0 千人 
(令和 2 年度) 

480 千人 
(令和 2 年度) 

商店街再生加速化活動計
画策定数（件）［累計］ 

0 件 
(平成 24 年度) 

19 件 
(令和 2 年度) 

16 件 
(令和 2 年度) 

「みやぎ移住サポートセ
ンター」を通じたＵＩＪタ
ーン就職者数［累計］ 

0 人 
(平成 26 年度) 

405 人 
(令和 2 年度) 

300 人 
(令和 2 年度) 
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２ 震災対策パッケージ 

［第３期（平成３０年度から令和４年度）活用（見込）額：１３億４９百万円］ 
 

（１）災害に対応する産業活動基盤の強化 

［第３期（平成３０年度から令和４年度）活用（見込）額：１０億７１百万円］ 
 

○ 指定避難所などとして多数の方が利用する特定建築物の耐震改修に対

する助成を実施したことにより，耐震化が着実に進み，防災拠点として

活用できる安全な民間施設等が増加するなど，各地域における防災力の

底上げが図られました。 

○ また，第３期では，東日本大震災において多くの学校施設で構造体の

みならず非構造部材に被害が発生した経験を踏まえ，これらの落下被害

を未然に防止するため，柔剣道場や講堂，屋内プールの天井材や照明器

部等の非構造部材の撤去・改修工事を対象となる施設全てで実施し，施

設利用者の安全・安心につなげています。 
 

【第３期（平成３０年度から令和４年度）実施事業一覧】 

 

 

【参考】関連する主な「宮城の将来ビジョン実施計画における目標指標」の状況 

目標指標等 
の状況 

当初数値 
（設定年度） 

実績値 
（測定年度） 

目標値 
（設定年度） 

多数の者が利用する特定
建築物の耐震化率（％） 

78% 
(平成 20 年度) 

94% 
(令和元年度) 

97% 
(令和 2 年度) 

 

  

2-1 災害に対応する産業活動基盤の強化 事業概要
第1期

(20～24)
第2期

(25～29)
第3期

(30～R４)
H30 R1 R2 R3 R4

H30～R4
基金充当額

(千円)
事業の実績と成果

1

市町村の指定避難所の耐震性能の確認経費及
び市町村の指定避難所等として位置づけられた
ホテル・旅館等の耐震診断に要する経費の一部
を補助

○ ○ ○ ● ● ● － － 5,464

指定避難所耐震診断　5件
大規模特定建築物補強設計　1件
大規模特定建築物改修工事　1件
（H30）
県内指定避難所の耐震化率　98%（R3末）

2

危険なブロック塀等の改善を加速させるため，ブ
ロック塀等の除却に対して，市町村による助成
に加えて，県による市町村への助成も実施

－ － ○ － － ● ● ● 30,560

補助件数　24市町311件
H30の県等の調査で「除却が必要」と判定され
たブロック塀のうち除却されたもの　200箇所
(R2～3累計)

3

市町村が行う小中学校施設の防災対策事業の
うち，国庫補助の対象とならない小規模な非構
造部材の耐震対策工事に要する経費の一部を
助成

－ － ○ ● ● ● ● ● 41,285
補助件数　23件
(H30～R3累計)
非構造部材の耐震対策率 45.8%　(R3末)

4
県立高校の屋体等における非構造部材の耐震
対策として，吊り天井の撤去工事等を実施

－ － ○ ● ● ● － － 993,469
撤去・改修工事　32施設
設計　18施設
（H30～R2累計）

高等学校等非構造部材震災対策事業

特定建築物等震災対策事業

小学校スクールゾーン内ブロック塀等除
却助成事業

小規模防災機能強化補助事業
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（２）防災体制の整備 

［第３期（平成３０年度から令和４年度）活用（見込）額：２億７８百万円］ 
 

○ 地域や企業において，防災活動の中心となる防災リーダーについて，

引き続き，計画的に養成するとともに，既に認定された防災リーダーに

対するフォローアップ講習を実施することにより，そのスキルの維持や

向上を図ったほか，新たに自主防災組織等における将来の地域防災活動

の担い手となる「みやぎ防災ジュニアリーダー」の育成も開始しました。 

○ 災害による停電時においても，救助活動をはじめとする災害警備活動

拠点としての機能を発揮できるよう，警察署への非常用発動発電設備の

整備を進めたほか，緊急輸送道路の円滑な交通を確保するため，信号機

に自動起動式発電機を設置するなど，引き続き防災体制の充実を図りま

した。 

 

【第３期（平成３０年度から令和４年度）実施事業一覧】 

 

 

【参考】関連する主な「宮城の将来ビジョン実施計画における目標指標」の状況 

目標指標等 
の状況 

当初数値 
（設定年度） 

実績値 
（測定年度） 

目標値 
（設定年度） 

防災リーダー（宮城県防災
指導員等）養成者数（人）
［累計］ 

770 人 
(平成 20 年度) 

10,949 人 
(令和 2 年度) 

10,000 人 
(令和 2 年度) 

自 主 防 災 組 織 の 組 織 率
（％） 

83.8% 
(平成 20 年度) 

83.1% 
(令和 2 年度) 

87.0% 
(令和 2 年度) 

 

  

2-2 防災体制の整備 事業概要
第1期

(20～24)
第2期

(25～29)
第3期

(30～R４)
H30 R1 R2 R3 R4

H30～R4
基金充当額

(千円)
事業の実績と成果

1

私立学校の防災対策を支援するため学校施設
整備の非構造部材の耐震化などの経費の一部
を助成

－ ○ ○ ● ● ● ● ● 77,067
補助件数　12校
(H30～R3累計)
非構造部材の耐震対策率　35.6％（R2末）

2

大規模災害時における経済的な被害の最小化
につなげるため，水災・地震補償を付帯した保
険等への新規加入者にインセンティブを付与し，
保険加入等の自助取組を後押しすることで，地
域防災力の向上を図る

－ － ○ － － － ● ● 27,068
補助件数　861件
（R3）

3
震災対策の基礎資料とするための調査データの
取りまとめ

○ － ○ － － － ● ● 15,510

地震対策等専門部会の開催　2回
想定する地震・津波モデルのシミュレーション，
被害想定，減災推計等の検討
（R3）

4

地域と企業の震災対策推進と県全体の防災力
の向上を図るため，防災リーダー(宮城県防災指
導員)を養成

○ ○ ○ ● ● ● ● ● 60,441

地域防災コース講習　52回
企業防災コース講習　3回
フォローアップ講習　56回
防災リーダーの養成　2,100人
（H30～R3累計）

5
先導的な取組を実施している自主防災組織に対
する防災資材購入経費の助成

－ ○ ○ ● ● ● － － 26,542
助成件数　60件
（H30～R2累計）

6
災害対応時に必要な揮発油等石油製品の備蓄
及び管理を行う

－ ○ ○ ● ● ● ● ● 7,705
災害対応型中核給油所　37か所
小口燃料配送拠点　5か所
（R3末）

7
警察本部庁舎等への無停電電源装置や非常用
発動発電設備等を整備

○ ○ ○ ● ● ● － － 61,231

非常用発動発電設備更新　3箇所
（H30～R2）
非常用発動発電設備20年未満の割合　83％
（R2末）

8

自主防災組織等における将来の地域防災活動
の担い手となる，「みやぎ防災ジュニアリーダー
（高校生）」を養成

－ － ○ － － － ● ● 1,931
みやぎ防災ジュニアリーダー認定者数　79人
宮城県防災指導員認定者数　79人
（R3）

地域防災リーダー育成等推進事業
（R２まで　防災指導員養成事業）

自主防災組織運営体制強化事業

警察施設震災対策促進事業

災害用石油製品備蓄事業

私立学校施設設備災害対策支援事業

地震被害想定調査事業

水災補償付き災害保険等加入支援事業

みやぎ防災ジュニアリーダー養成事業
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Ⅴ 本県を取り巻く状況 
 

１ 県内の経済情勢 
 

（１）総論 
 

「みやぎ発展税」を導入した平成２０年以降，リーマンショックを契機と

した海外景気の失速と株価下落，長期にわたるデフレ経済や円高基調などの

外的環境のもと，県内経済は大変厳しい状況に置かれていました。こうした

状況に加え，平成２３年３月に発生した東日本大震災により，本県の経済及

び社会基盤は，さらに大きな打撃を受けました。 

平成２４年度以降は，日本経済全体の持ち直しや復興の動きの加速化に伴

い，回復基調に転じたものの，急速な人口減少や復興需要の収束に加え，県

民生活や地域経済に深刻な影響を及ぼす新型コロナウイルス感染症への対応

が課題となっております。 

このような状況の中で，「みやぎ発展税」を活用した施策をはじめとする

様々な取組により，世界トップクラスの自動車メーカーなど，多数の企業が

県内へ立地したことで，自動車関連産業や高度電子機械産業などの製造業の

集積が着実に進み，県内総生産に占める製造業の割合が徐々に増加し，県の

産業構造はよりバランスの取れた形へシフトしています。 

しかしながら，新型コロナウイルス感染症の感染拡大による生産・物流の

停滞や半導体不足といった激変する世界経済情勢の影響，少子高齢化による

労働人口の減少により，県経済の基盤となっている中小企業・小規模事業者

の持続的な発展が難しい状況になっていることから，新たな産業の創出，AI･

IoT 等の積極的な活用，担い手の確保など，更なる生産性向上や競争力強化

に取り組むことが求められています。 
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（２）経済指標 
 

① 県内総生産（名目・実質） 

平成２０年秋に起きたリーマンショックの影響を受けて大きく落ち込

んだ県内総生産は，政府による経済対策の効果などにより，平成２２年度

には回復に転じましたが，東日本大震災の影響により，平成２３年度は再

び大きく落ち込みました。その後は，復興の進展に伴う経済活動の活性化

に加えて，企業誘致や地元企業の取引拡大などの効果もあり，平成３０年

度には，県内総生産（名目）が１０兆円に達しました。 

 

県内総生産及び経済成長率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：億円，％）

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

　県内総生産
　（名目）

81,311 86,486 89,491 93,642 98,674 99,067 99,721 100,382 98,294

　県内総生産
　（実質）

83,361 89,144 92,484 94,817 98,727 98,619 99,121 99,699 97,042

　宮城県・成長率
　（名目）

- 6.4% 3.5% 4.6% 5.4% 0.4% 0.7% 0.7% ▲2.1%

　宮城県・成長率
　（実質）

- 6.9% 3.7% 2.5% 4.1% ▲0.1% 0.5% 0.6% ▲2.7%

＜参考＞
　国・成長率（名目）

- ▲0.1% 2.7% 2.1% 3.3% 0.8% 2.0% 0.2% 0.5%

＜参考＞
　国・成長率（実質）

- 0.6% 2.7% ▲0.4% 1.7% 0.8% 1.8% 0.3% ▲0.3%

              出典：令和元年度宮城県民経済計算年報
                      2020年度（令和元年度）国民経済計算年次推計（内閣府経済社会総合研究所国民経済計算部）

70,000

80,000

90,000

100,000

110,000

H23 24 25 26 27 28 29 30 R1
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② 一人当たり県民所得  

県内総生産と同様に，東日本大震災以降は急激な伸びを示しており，そ

の結果として一人当たり国民所得との差が縮小していましたが，平成２８

年度以降は再び差が開いています。 

 

  

経済活動別県内総生産（令和元年度）

（単位：億円） 【参考】 （単位：億円）
項　　目 名目 実質 名目 実質

１　農林水産業 1,365 1,162 　第一次産業 1,365 1,162
２　鉱業 53 53 　第二次産業 23,270 23,341
３　製造業 15,505 16,007 　第三次産業 73,638 72,376
４　電気・ガス・水道・廃棄物処理業 3,316 3,318
５　建設業 7,712 7,344 　(１)　食料品 2,891 2,870
６　卸売・小売業 15,143 14,855 　(２)　繊維製品 113 111
７　運輸・郵便業 5,371 5,105 　(３)　パルプ・紙・紙加工品 744 697
８　宿泊・飲食サービス業 2,179 1,990 　(４)　化学 325 367
９　情報通信業 3,341 3,460 　(５)　石油・石炭製品 1,319 1,236
10　金融・保険業 2,941 2,947 　(６)　窯業・土石製品 509 471
11　不動産業 11,961 12,040 　(７)　一次金属 670 611
12　専門・科学技術、業務支援サービス業 7,824 7,452 　(８)　金属製品 836 767
13　公務 5,544 5,399 　(９)　はん用・生産用・業務用機械 1,589 1,656
14　教育 4,047 3,996 　(10)　電子部品・デバイス 2,494 2,813
15　保健衛生・社会事業 8,338 8,274 　(11)　電気機械 677 763
16　その他のサービス 3,634 3,556 　(12)　情報・通信機器 436 479
17　小計（１～16の合計） 98,273 96,933 　(13)　輸送用機械 1,369 1,586
18　輸入品に課される税・関税 995 995 　(14)　印刷業 426 412
19　（控除）総資本形成に係る消費税 974 876 　(15)　その他の製造業 1,107 1,146
20　県内総生産（17＋18－19） 98,294 97,042 （注）　第一次産業：農林水産業

　　　　第二次産業：鉱業、製造業、建設業
　　　　第三次産業：第一・二次産業以外の経済活動

項　　目

「3製造業」の内訳

（単位：千円，％）

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

宮城県 2,494 2,634 2,733 2,854 3,026 2,987 3,023 3,021 2,943

国 2,798 2,808 2,925 2,961 3,090 3,091 3,163 3,182 3,181

全国比 89.1 93.8 93.4 96.4 97.9 96.6 95.6 94.9 92.5

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　出典：令和元年度宮城県民経済計算年報
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2019年度（令和元年度）国民経済計算年次推計（内閣府経済社会総合研究所国民経済計算部編）
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③ 製造品出荷額等  

本県の製造品出荷額等は，東日本大震災の影響により，平成２３年は大

きく落ち込みましたが，その後着実に回復を続けてきました。直近の実績

である令和元年は，４兆５，３３６億円（対前年２．８％減）となり，８

年ぶりの減少となっています。 

このうち，高度電子機械産業では，リーマンショックの影響などから，

平成２１年に大きく落ち込みました。平成２５年以降は，６年連続で増加

していましたが，直近の令和元年は，米中貿易摩擦等の世界経済の影響を

受け，７年ぶりに減少しました。 

自動車関連産業を中心とした輸送用機械産業は，平成２３年にセントラ

ル自動車株式会社（現・トヨタ自動車東日本株式会社）の完成車工場が稼

働開始したことなどの影響により，平成２２年以降増加傾向で推移してい

ます。 
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④ 有効求人倍率 

東日本大震災後，求人数が大きく増加する一方で，求職者は減少傾向が

続いていることから，平成２４年度以降，有効求人倍率は１倍を大きく超

える状況となっています。また，正社員の有効求人倍率も，平成２９年度

から令和元年度までは，１倍を超え，直近の令和３年度では，１．０３倍

になっています。 

 

 

 

 

 

  

（単位：人，倍）

平成23年度
月平均

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

64,208 49,210 44,621 42,415 40,833 37,909 36,256 34,782 34,106 34,941 35,468

常用フルタイム 48,860 36,239 32,642 30,500 28,941 26,522 24,780 23,358 22,717 23,391 23,219

45,182 55,352 56,425 54,088 55,221 56,722 58,711 58,695 53,568 42,057 47,139

正社員 17,448 22,225 22,627 22,653 23,293 24,689 26,186 26,956 25,357 21,640 24,031

0.70 1.12 1.26 1.28 1.35 1.50 1.62 1.69 1.57 1.20 1.33

正社員 0.36 0.61 0.69 0.74 0.80 0.93 1.06 1.15 1.12 0.93 1.03

出典：「宮城県の一般職業紹介状況（令和3年3月内容）について（宮城県労働局）」

※ 正社員有効求人倍率＝正社員月間有効求人数÷常用フルタイム月間有効求職者数。
   なお，常用フルタイム有効求職者にはフルタイムの派遣労働者や契約社員を希望する者も含まれるため厳密な意味での正社員有効求人倍率より低い値となります。
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２ 国からの財政支援の動向 
 

（１）復旧・復興に対する支援 

 

東日本大震災で大きな被害を受けた本県では，国による東日本大震災復

興交付金等の手厚い財政支援のもと復旧・復興事業に全力で取り組んだ結

果，復興まちづくり等のハード事業については概ね完了しました。他方，

被災者の心のケアなどのソフト事業については，今後も継続して取り組む

必要があります。 

また，中小企業等グループ施設等復旧整備補助事業による被災企業への

施設・設備の復旧支援，津波・原子力災害被災地域雇用創出企業立地補助

金による沿岸地域への企業立地の促進，宮城産業復興機構による債権買い

取り，東日本大震災復興緊急保証及び東日本大震災復興特別貸付等による

金融面での下支えなどの措置が講じられた結果，スピード感を持った復興

を進めることができました。 
 

（２）地方創生に対する支援 
 

国では，平成２６年１２月に第１期「まち・ひと・しごと創生総合戦略」

(２０１５～２０１９年度)を策定し，地方公共団体が自主性・主体性を持

って行う地方創生に関する取組に対し，財政支援を行ってきました。 

令和元年１２月には，第 1 期期間中の施策の検証を踏まえ，第２期「ま

ち・ひと・しごと総合戦略」（２０２０～２０２４年度）の中長期の地方創

生施策の方向性を決定しました。 

また，令和２年度には，新型コロナウイルス感染症の急激な拡大の影響

を踏まえて，これまでの地方創生の取組を着実に行うととともに，地域の

実情に応じた感染症対策や感染症による影響を踏まえた新たな地方創生の

取組を総合的に推進するため，第２期「まち・ひと・しごと総合戦略」の

改訂を行いました。 

本県としても，地方創生の取組を，復興を加速させていくための推進力

と捉え，平成２７年１０月に「宮城県地方創生総合戦略」を策定し，国か

らの財政支援を積極的に活用したものづくり企業のイノベーション創出や

産業人材育成，輸出拡大による攻めの農林水産業推進等に取り組むととも

に，新型コロナウイルス感染症対策や中小企業・小規模事業者のデジタル・

トランスフォーメーション（以下，ＤＸ）への対応への支援事業等でポス

トコロナを見据えた施策を実施しております。 
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しかし，現在制度化されている地方創生の計画期間は，２０２４年度（令

和６年度）までとされており，令和７年度以降の財政支援について今のと

ころ確約が得られていないため，これまでの取組の進化・進展が停滞する

ことが懸念されます。  
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３ 県の施策等 
 

（１）「新・宮城の将来ビジョン」の策定 
 

平成１９年３月に策定された「宮城の将来ビジョン」は，県政運営の理

念として「富県共創！ 活力とやすらぎの邦（くに）づくり」を掲げ，県内

製造業の集積促進や生涯現役で安心して暮らせる社会の実現，大規模災害

による被害を最小限にする県土づくりなど，様々な施策展開を図ってきま

した。 

また，平成２３年３月１１日に発生した東日本大震災により，沿岸部を

中心に県全域で極めて甚大な被害を受けたことから，同年１０月に１０年

間の復興の道筋を示す「宮城県震災復興計画」を策定し，「宮城の将来ビジ

ョン」とともに県政運営の最上位計画に位置づけ，「『復旧』にとどまらな

い抜本的な 『再構築』」などを基本理念として，復旧・復興に取り組んで

きました。 

なお，平成２８年度を目標年度としていた「宮城の将来ビジョン」につ

いては，震災からの復興を最優先として取り組んでいることを踏まえて，

その終期を「宮城県震災復興計画」の終期である令和２年度まで４年間延

長しました。 

平成２７年１０月には，人口減少への対応などを目的とする「まち・ひ

と・しごと創生法（平成２６年法律第１３６号）」に基づき「宮城県地方創

生総合戦略」を策定し，雇用，移住・定住，結婚・妊娠・出産・子育て，

安全安心な暮らしの４つを基本目標として，地方創生の取組を推進してき

ました。 

震災から１１年が経過し，今後，本県の人口は本格的な減少局面を迎え

ることが想定されており，さらに，地域経済・社会の持続可能性の確保，

大規模化・多様化する自然災害，新型コロナウイルス感染症の感染拡大と

いった時代の転換点に直面する中，その先にある宮城の明るい未来を描い

ていくことが求められます。 

このため，これまでの「宮城の将来ビジョン」「宮城県震災復興計画」「宮

城県地方創生総合戦略」に掲げる理念を継承し，一つの計画に統合した上

で「新・宮城の将来ビジョン」を策定しました。 

「新・宮城の将来ビジョン」では，今後日本が本格的な人口減少社会に

突入する中で，産業の衰退を回避するため，全産業においてイノベーショ

ンを促進し，高付加価値化や生産性の向上を図りながら，持続的な成長の
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基礎をつくっていく必要があり，地域の担い手が減少する中で，地域の経

営に多様な主体が参画できるよう促すとともに，地域の魅力を高め，誰も

がその人らしく活躍できる持続可能な地域づくりを進める必要があるとさ

れています。 
 

（２）「中小企業・小規模企業の振興に関する条例」に基づく施策の推進 
 

平成２７年７月に「中小企業・小規模企業の振興に関する条例」が施行

されたことを受け，振興に関する総合的推進を図ることを目的として，平

成２８年３月に「宮城県中小企業・小規模事業者振興基本計画」を，平成

３１年３月には「中小企業・小規模事業者振興基本計画（第二期）」を策定

し，中小企業・小規模事業者の振興と持続的発展のための支援を行ってき

ました。 

令和４年３月には，現行の計画期間が終期を迎えることから，令和４年

度から令和６年度までを新たな計画期間とする「中小企業・小規模事業者

振興基本計画（第三期）」を策定し，これまでの支援施策の成果と課題を踏

まえた総合的な支援施策を展開することとしています。 
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４ 県内で発生する自然災害 

 

県では，これまで「みやぎ発展税」の震災対策パッケージにおいて，指定

避難所としての利用が想定される特定建築物や橋りょう等のインフラ設備の

耐震化を進めてきたほか，東日本大震災を契機として，体育館等の非構造部

材の改修等を実施するなど，大規模地震が発生した場合の被害最小化に向け

た施策を着実に進めてきました。 

しかし，近年は，大規模地震以外にも，平成２７年９月関東・東北豪雨や

令和元年東日本台風など，県内に大きな被害をもたらすような災害が発生し

ております。また，他県では，大規模な地すべりによる家屋の崩落や火山活

動の活性化による火山灰や噴石の被害が発生するなど，自然災害が多様化・

激甚化しております。 
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５ 県の財政状況 
 

本県では，平成１１年の財政危機宣言以降，絶え間ない行財政改革の取組

を行ってきた結果，財政再生団体への転落を回避しつつ，財政の健全化に向

けて一定の成果を挙げてきました。しかし，県財政の硬直化は常態化しつつ

あり，社会保障関係費や復興事業により整備した施設・設備の維持管理費，

公共施設の老朽化対策経費等のさらなる増加が見込まれるなど，県財政は依

然として厳しい状況が続くものと考えられます。 

令和４年度当初予算をベースに機械的に試算した「中期的な財政見通し」

では，期間を通じて，歳出に見合った歳入を確保することができないため，

県の貯金に相当する財政調整関係基金の取崩しによって，収支を均衡させる

ことを余儀なくされています。このため，決算剰余金を考慮に入れた場合で

も，令和７年度末には，財政調整関係基金残高が約１２億円まで減少する見

通しとなっています。 

このため，現在は，令和３年２月に策定した「みやぎ財政運営戦略（第３

期）」において，「財政の健全化と持続可能な財政運営の実現」と「富県躍進

に向けた予算重点配分の実現」を目標に掲げ，安定した歳入基盤の確立や県

有資産の活用，行政運営のデジタル化と職員の働き方改革の推進などを積極

的に進めているところです。 
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６ 県内企業等の声 
 

県では，効果的な産業振興施策の展開を図るため，各地方振興事務所等が

県内企業や中小企業等支援機関などを訪問して，各地域の現状と課題を把握

し，抽出するとともに，支援施策の周知及び活用の促進等を図っております。

その中で，次のような意見を頂いており，こうした意見にも対応していく必

要があります。 
 

＜県内企業＞ 

・地元工業高校の卒業生を採用したいが難しい状況にある。 

・自社の取組や製品について，少しずつ認知されてはきているが，販路のさら

なる拡大が今後の課題である。 

・ＩoＴやＡＩなど新しい情報技術をどのように会社に取り入れ活用できるか

検討中である。 

・「副業」人材を活用し，「経費精算のＩＴ化」，「請求管理のＩＴ化」，「受発注

管理のＩＴ化」などをプロジェクト単位で順番に改善したい。 

・従来は中途採用で採用していたが，なかなか会社に馴染めず退職者も多いの

で，２～３年前より新卒者を主に採用し社員教育をして育てている。３０歳

代～４０歳代の職員が不足しており，技能の継承に不安な面がある。 

 

＜中小企業等支援機関（商工会・商工会議所など）＞ 

・自動車関連産業を中心とした企業集積を図るための誘致活動について，今後

も継続的な支援をお願いしたい。 

・県は戦略的かつ効果的な企業誘致等を推進している。地域企業への受発注機

会の拡大を更に後押しすることで，地域経済の好循環を生むような取組，支

援策を期待する。 

・中小企業が成長するためには，新たな技術及び新商品の開発等が不可欠であ

り，地域産業が市場競争で生き残るためにも産学官金連携の充実・強化を図

ってほしい。 

・ＩＴ人材の育成・定着のほか，ＤＸ推進や生産性向上のため，デジタル人材

の育成・定着に係る取組の推進をお願いしたい。 

・人口減少していくことが予測されている中で，移住・定住のためにも雇用環

境を整備し，人材を育成していくことが必要不可欠である。 

・商店街を活性化させるための中心人物の人材確保や，商店が団結できる仕組

みづくりが必要である。 
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・事業承継診断で経営者の事業承継に対する重要性が浸透してきているが，実

際に事業承継に至る事例が少ないことから，診断後の支援の充実・強化が必

要である。 

・コロナ禍により販路開拓事業や商談会等も中止となり，大変厳しい経営環境

下であり，引き続き支援が必要である。 

 

 

また，令和４年５月以降，関係機関に対して「『みやぎ発展税』活用実績等

と今後のあり方（案）」についての説明を行ったところ，次のような意見が寄

せられましたので，これらを踏まえた施策も合わせて行う必要があります。 

 

・「みやぎ発展税」は法人事業税の超過課税として，期限を定めて，特定の法

人が負担しているものであり，その活用実績と成果については，今後も納

税者等に対してしっかり説明をしてほしい。 

・人口減少を食い止めるためには，今後も企業誘致を進めて行く必要がある。 

・企業集積促進の中でも，半導体に関しては，県内に一定の産業集積があり，

半導体市場の規模が飛躍的に拡大していくことが見込まれることから，極

めて重要である。 

・次世代放射光施設の利活用に向けた支援や，デジタル人材の確保・育成に

力を入れてほしい。 

・地域が抱える課題解決や新産業創出のためには，地域が一体となって，ス

タートアップ創出のエコシステムを構築することが重要である。 

・中小企業等におけるＤＸや環境対応に対する底上げが必要である。 

・デジタル化に取り組まなければならないものの，どこから進めたらよいか

分からない企業も多いことから，伴走支援が必要である。 

・ＤＸが注目されているが，東北地方ではＤＸが進んでいない。企業のトッ

プが危機感を持たなければいけないことから，啓蒙活動が必要である。 

・人材確保や人材育成は中小事業者の支援に繋がることから，みやぎ発展税

を中小事業者の人材不足などの課題解決に向けて有効的に使ってほしい。 

・人への投資といった考え方があるが，発展税の取組はその点からも，理に

かなった内容となっている。 

・産業としてカーボンニュートラルを伸ばしていくべきではないか。 

・災害対策パッケージは，風水害も頻発しており，タイムリーで時宜を得た

取組だと思う。 
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Ⅵ 「みやぎ発展税」の今後のあり方 
 

１ 検討 
 

「みやぎ発展税」の今後について検討するに当たり，Ⅳにおいて，これま

での活用事業の実績及び成果等を検証し，Ⅴでは県内の経済情勢や国の動き

等を確認してきました。 

「みやぎ発展税」活用事業の実績と成果等については，積極的な企業誘致

の展開，産学官連携等による県内企業の技術力向上支援，中小企業・小規模

事業者における生産性向上に向けた支援，ものづくり産業を担う人材の育成

や人材確保対策を進めてきた結果，新たな企業の立地や県内企業の取引拡大

などにつながり，平成３０年度には，県内総生産（名目）が初めて１０兆円

を超えるなど，県内総生産や県税収入の増加などにも数値として現れ始めて

きています。また，震災対策を講じてきた公共施設等は，東日本大震災とい

う未曾有の大災害の際も，被害の最小化や迅速な復旧に大きな役割を果たし

たほか，施設等の耐震化の促進や，地域の防災活動の中心となる人材の養成

等に取り組むことで，地域における防災力の向上が図られるなど，着実にそ

の成果が出ているものと考えられます。 

「宮城の将来ビジョン」（平成１９年度～令和２年度）において，県内総生

産１０兆円の達成を目指して取り組んできた結果，県内総生産や県民所得が

着実に増加したほか，東日本大震災の教訓を今後の防災対策に着実に生かす

ため，国の手厚い財政支援も活用しながら，防災体制の再構築などに取り組

むことができました。 

現時点においては，震災からの復興や地方創生に対する国の財政支援があ

ることにより，様々な産業振興・震災対策施策をしっかりと進めることがで

きていますが，これらの支援は時限的であり，それ以降の先行きは不透明な

状況であることから，これまで積み上げてきた成果を継続し，更なる発展へ

とつなげていくためには，財源的な裏付けが不可欠です。また，県財政は，

依然厳しい状況が続いており，現在は，「みやぎ財政運営戦略（第３期）」の

もと，安定した歳入基盤の確立や県有資産の活用に加え，無駄の徹底的な排

除と効率化を進めるとともに，県政の課題解決や県勢発展に向けた施策への

重点的な予算配分に努めているところです。 

このような状況の中，「新・宮城の将来ビジョン」では，人口減少に伴う地

域経済の縮小や担い手不足といった課題や，AI･IoT 等の先進的技術の浸透

（Society5.0）が想定される中で，新産業の創出や様々な産業分野でのイノ
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ベーションを促進し，新たな付加価値の創出や生産性向上を通じて，県内総

生産や県民所得の更なる増加を目指しております。 

2030 年には，新しい社会像に対応した産業構造への転換が進むことが見込

まれることから，人口減少・超高齢社会下においても県内経済が持続的に成

長する「質の高い雇用」を生み出し，若者の県内定着や県民の所得向上につ

なげていきたいとしています。 

「みやぎ発展税」は，本県の財政状況を含め様々な環境変化の中，こうし

た課題の解決に向けて取り組む上で，貴重かつ重要な財源となっていること

から，現行の課税制度による期間の延長が必要と考えます。 

なお，超過課税の実施期間については，社会情勢の推移等を見ながら，再

検討する必要があることから，これまで同様５年間とするのが妥当と考えら

れます。 
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２ 提案  
 

「みやぎ発展税」の課税期間延長を検討する上では，「新・宮城の将来ビジ

ョン」の方向性に沿って，産業分野でのイノベーションを促進しながら，前

述した社会情勢などから生じる新たな課題に対応するため，産業振興及び震

災対策のパッケージに係る施策について，次のように展開していく必要があ

ると考えます。 
 

（１）産業振興パッケージ 
 

現行の「企業集積促進」，「技術高度化支援」，「中小企業・小規模事業者

活性化」，「人材育成促進」，「人材確保支援」，及び「地域産業振興促進」の

６つの施策の柱により，引き続き着実に展開することにより，人口減少社

会の中での県経済の持続的な発展に向けて取り組んでまいります。 

 

① 企業集積促進 

「みやぎ発展税」導入以降は，企業立地奨励金を大幅に拡充し，積極的

な企業誘致活動を展開することにより，多くの製造業等の県内立地が進み，

雇用の確保や地域経済のけん引に大いに寄与してきました。 

地域産業の活性化や雇用創出への効果が大きいことから，企業誘致にか

かる地域間競争は激化しておりますが，引き続き，更なる産業の集積を推

し進めていくことに加え，カーボンニュートラルの実現に向けてＥＶへの

シフトが進んでいる自動車関連産業，５Ｇや AI･IoT の進展によりデジタ

ル化への投資が見込まれる高度電子機械関連産業や情報関連産業などに

ついて，引き続きサプライチェーン構築等に向けた積極的な企業誘致に取

り組む必要があります。そのためには，高い優位性の維持に向けて，充実

した優遇制度である企業立地奨励金制度の継続に加え，産業用地の整備促

進や雇用確保支援など，立地環境の向上を図ることが必要です。 
 

② 技術高度化支援 

県内中小企業の技術力向上や競争力強化を図るためには，更なる高度技

術産業の創出に向けて，半導体・医療・航空機等の成長が見込まれる分野

へ地域企業が参入できるよう支援を行うために，引き続き産学官連携によ

る技術支援や公設試験研究機関の機能強化を図ることが必要です。 

また，令和６年度には，現在整備が進められている次世代放射光施設の

本格運用開始が見込まれることから，研究・開発施設の集積を通じたリサ
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ーチコンプレックスの形成や，「次世代放射光施設を利用して自社の技術

課題を解決し，新製品開発へ繋げる」という県内中小企業にとって新たな

視点からの技術高度化や人材育成のほか，次世代放射光施設の設置を機に

本県に進出してきた企業と県内中小企業による新たな技術開発に向けた

取組に対する支援も必要です。 

 

③ 中小企業・小規模事業者活性化 

「宮城県中小企業・小規模事業者振興基本計画」に基づいて，引き続き，

生産性の改善等に向けた取組や，産業の再生や質の高い雇用の創出を推進

し，地域における人口流出や事業所数の減少に歯止めをかけるため，次世

代を担う人材育成や後継者の確保等事業承継に関する支援や，成長の原動

力としても期待される創業・第二創業の活性化に向けて，起業のための拠

点の確保や人的ネットワーク構築の機会の提供などの取組を強化するこ

とが必要です。 

加えて，人口減少社会を見据えて，中小企業・小規模事業者のＤＸを推

進するため，生産性向上を目的とした支援等，事業者の目的に応じたサポ

ート事業を展開することで，県内企業の底上げを行うことが必要です。 

また，新産業創出のため，産学官金が一体となったスタートアップ企業

への支援体制の整備が求められています。 

 

④ 人材育成促進 

これまで，学生に対するキャリア教育や社会人に対するリカレント教育

など，ニーズに応じた産業人材育成体制を構築し，ものづくり産業の発展

につなげてきましたが，産業集積の進展に伴い，地元企業の技術力や生産

性の向上等を担う人材，立地企業の生産現場を支える人材，デジタル人材

など，即戦力となる優秀な人材のニーズが一層高まっています。 

これらに対応するため，時代と地域が求める産業人材育成体制を充実さ

せ，安定的かつ継続的に人材を輩出するとともに，イノベーション等によ

る新事業のアイデアを創造することができる地域企業の経営人材や，地域

企業のイノベーションの促進を支援する人材の育成など，今後の成長分野

なども見据えながら，これまで以上に積極的な人材育成施策を展開するこ

とが必要です。 

また，小・中学生などの早い時期から，ものづくりの実際の現場や魅力

に触れる機会を設けることなどにより，将来ものづくり産業を志す人材育

成の取組も必要です。 
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⑤ 人材確保支援 

東日本大震災による沿岸部の人口減少や，求人と求職のニーズの相違に

よる雇用のミスマッチ等により，全国と比較して人手不足がより深刻な状

況であり，産業を支える人材の確保に対応するため，首都圏の専門的知識

や経験を有する人材等の県内企業への還流（ＵＩＪターン）を促進する取

組などを行ってきました。 

今後の人口減少社会を見据え，若年層の早期離職の防止を図り，職場定

着率を向上させるため，卒業前から就職後の各段階に応じた支援を強化す

るほか，高度な技術を持った外国人材と県内企業のマッチングを進めるな

ど，多様な働き方の進展に合わせた人材確保策を積極的に展開することが

必要です。 

 

⑥ 地域産業振興促進 

「富県宮城の実現」に向けて，地域経済を支える産業の振興を促進する

ため，アグリビジネス経営に取り組む人材等の育成や先進的な園芸施設の

整備等に対する支援を図るなど，地域の基幹産業である農林水産業の競争

力を高めるための取組を継続するほか，商店街の活性化に向けた取組や次

世代を担う人材養成等により商業振興を図ることが必要です。 

県内ＩＴ商品の認定制度による販売活動の推進や地元産業のＩＴ化促

進等による情報産業の活性化とともに，交流人口の拡大に向けた取組とし

て，旅行者等がストレスフリーで快適に観光できる受入環境の整備などに

ついても，引き続き取り組むことが求められています。 

また，更なる地域産業の振興を推し進めるためには，デジタル化などの

社会情勢の変化などに伴って新たに生じた課題解決に向け，ニーズに応じ

た支援施策を実施することが必要です。 
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（２）震災対策パッケージ 
 

これまで大規模地震が発生した場合に備えて，橋りょうや特定建築物の

耐震化や，体育館等の非構造部材の改修事業などを実施してきました。 

しかし，近年は，平成２７年９月関東・東北豪雨や令和元年東日本台風

など，地震以外の自然災害により大きな被害が発生していることから，大

規模地震の被害最小化に加え，今後は，地震以外の大規模な自然災害の被

害最小化に向けた取組を行う必要があります。 

そこで，これまで「震災対策パッケージ」として，「みやぎ発展税」を充

当してきましたが，今後は，多様化・激甚化する大規模地震以外の自然災

害にも幅広く対応することができるよう，名称を「災害対策パッケージ」

に改め，「災害に対応する産業活動基盤の強化」及び「防災体制の整備」の

２つの施策の柱により，着実に取組を進めてまいります。 

なお，「災害対策パッケージ」における「災害」は，災害対策基本法第 

２８条の２の「著しく異常かつ激甚な非常災害」を想定しております。 

 

① 災害に対応する産業活動基盤の強化 

これまで多くの県民が避難所等として利用する施設の耐震化を促進し

たことにより，大規模災害時の復旧への取組や企業活動の再開等を円滑に

進めるための環境整備は順調に進捗しています。特定建築物については，

その規模の大きさから，改修工事に時間を要し，所有者の負担も大きいた

め，引き続き耐震化の促進を図る上では，支援の継続が必要です。 

また，公立学校等については，災害時において，避難所として使用する

ほか，発災直後の救助の活動拠点となるなど多様な場面で活用できること

から非常に重要な施設であり，非構造部材の耐震化は，生徒・児童の安全

確保の観点だけでなく，復旧への取組等を円滑に進めるための環境を整え

る上でも，早急に耐震化を進める必要があります。加えて，平成３０年に

発生した大阪府北部地震を契機に実施した小学校のスクールゾーン内の

危険なブロック塀等の調査の結果，除去等が必要と判断されたものについ

ては，市町村と連携しながら早急に対応する必要があります。 

さらに，東日本大震災や令和元年東日本台風において明らかとなった避

難所等の課題についても，随時対応策を検討していくことが必要です。 

加えて，被災地への応援活動や，企業活動の早期復旧を図るため，人員，

物資等の円滑な輸送の確保は，東日本大震災での大きな教訓であったこと

から，輸送路の強靱化に向けた取組も重要です。 
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② 防災体制の整備 

地域や事業所等における震災対策に関する活動の中心的な役割を担う

防災リーダーの養成のほか，緊急輸送道路の円滑な交通を確保するための

信号機への自動起動式発電機の設置など，防災体制の整備は着実に進んで

います。 

一方で，今後の人口減少社会を見据えて，地域の防災力の維持・向上の

ため，若い世代の自主防災組織の活動の中心を担うリーダーの育成を継続

的に行う必要があるほか，防災組織を活性化するための支援など，震災の

教訓を生かしながら，次世代の安全を確保する取組が求められています。 
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３ 税収及び所要額 
 

税収は，年額５０億円程度を見込んでおり，５年間延長した場合は，合計

２５０億円程度となります。 

所要額は，延長後の税収に，令和５年３月末時点の基金残高（見込）約 

１６３億円を加えた，約４１３億円を想定しています。 

なお，基金残高（見込）約１６３億円には，令和４年度までに指定された

みやぎ企業立地奨励金の交付見込み額が含まれております。 

 

 

 

４ むすび 
 

「みやぎ発展税」は，企業の皆様に追加で御負担いただいている超過課税

であることを重く受け止めるとともに，今回の検証結果をしっかりと示し，

課税を延長することについて，説明責任を十分に果たしてまいります。 

また，「みやぎ発展税」を活用した事業の成果について，毎年度とりまとめ，

納税者である法人や県民に向けて丁寧に説明してまいります。 
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参考１ 富県宮城推進基金条例（平成２０年宮城県条例第２８号） 
 

 (設置) 

第一条 富県宮城の実現に向けた施策(県経済の成長を図るための産業振興に関する

施策をいう。)及び大規模な地震による被害の最小化に関する施策を推進するため，

地方自治法(昭和二十二年法律第六十七号)第二百四十一条第一項の規定に基づき，

富県宮城推進基金(以下「基金」という。)を設置する。 

(積立て) 

第二条 基金として積み立てる額は，県に納付された宮城県県税条例(昭和二十五年

宮城県条例第四十二号)附則第十条の二の規定により法人の事業税の額が定められ

る法人の事業税の収入額から，当該法人について同条例第四十一条の規定により計

算して得た事業税に相当する額を控除して得た額とし，予算で定める。 

(管理) 

第三条 基金に属する現金は，確実な金融機関への預金その他の最も確実かつ有利な

方法により保管しなければならない。 

(運用収益の処理) 

第四条 基金の運用から生ずる収益は，一般会計歳入歳出予算に計上して，基金に編

入するものとする。 

(処分) 

第五条 基金は，第一条に規定する施策の実施に要する経費に充てる場合に限り，処

分することができる。 

(繰替運用等) 

第六条 知事は，財政上必要があると認めるときは，確実な繰戻しの方法，期間及び

利率を定めて，基金に属する現金を歳計現金に繰り替えて運用し，又は予算の定め

るところにより歳入に繰り入れて運用することができる。 

(委任) 

第七条 この条例に定めるもののほか，基金の管理に関し必要な事項は，知事が定め

る。 

附 則 

この条例は，平成二十年四月一日から施行する。 

附 則(平成二〇年条例第五〇号) 

この条例は，平成二十年十月一日から施行する。 

附 則(令和元年条例第五七号) 

この条例は，公布の日から施行し，改正後の第二条の規定は，令和元年十月一日以

後に開始する事業年度に係る法人の事業税について適用する。 
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参考２ 「みやぎ発展税」活用事業の実績と成果（主な事業） 
 

１ 産業振興パッケージ 

「産業振興パッケージ」では，企業誘致策の強化や技術高度化などによる

県内中小企業等の競争力強化，産業振興の基礎である産業人材の育成・確保

により，高度電子機械産業や自動車関連産業を中心とした製造業の集積促進

に向けた取組を進めてまいりました。また，「富県宮城の実現」の成果を県内

各地域で享受できるように，魅力ある地域資源を活用した観光産業，農林水

産業，食品製造業等の付加価値向上に取り組みました。 
 

（１）企業集積促進 
 

県内外企業の工場新増設等の促進を通して，競争力のある産業集積を加

速するため，企業立地奨励金制度や企業訪問活動の強化ほか，市町村が行

う工場用地造成を支援するなどの環境整備を進めています。 
 

【主な事業】 

① みやぎ企業立地奨励金事業 

［第３期（平成３０年度から令和４年度）活用（見込）額：１２９億４３百万円］ 

地域産業の活性化及び雇用機会の拡大を図るため，県内に工場等を新設

又は増設した企業に対して奨励金を交付しています。 

イ 事業の実績 

年度 交付件数 交付額 

第３期（Ｈ３０～Ｒ３） １０１件 ９，０６７百万円 

通算（Ｈ２１～Ｒ３） ２６２件 ２３，６９９百万円 

※１ 奨励金を複数年に分割して交付した場合も１件と数えています。（注１） 

ロ 事業の成果 

（イ）立地件数 

令和３年度までの企業立地件数のうち，「みやぎ企業立地奨励金」の

交付企業は２０７社になります（注２）。 

（注１）奨励金は，企業の立地決定後，まず工事着手前に奨励金対象工場として指

定した後，操業を開始した翌年度以降に交付します。 

なお，単年度あたり５億円を超える場合は，複数年度に分割して交付す

ることとしています。 

（注２）経済産業省の「工場立地動向調査」によれば，平成２０年から令和３年ま

での１４年間で，３７５件（電気業を除く。）の企業立地がありました。 

なお，工場立地動向調査の対象は，製造業の企業が１,０００㎡以上の用

地を取得又は借地した場合であり，「みやぎ企業立地奨励金」の対象企業と

は，対象・時点が一致していないことから件数は，同一にはなりません。 
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（ロ）雇用創出数 

奨励金交付対象工場等のうち，すでに操業を開始し，令和３年度ま

でに奨励金を交付した工場等は２０７社であり，その雇用者数（令和

４年４月１日現在）は，２３，７１１人(うち正社員１５，１４７人)

となっており，令和４年度以降に交付予定の工場等の雇用見込数も合

わせると２５，０２２人となります。 
 

【参考】主な立地企業（平成３０年度以降） 

年度 企業名 産業分野 
立地 

市町村 

平成

３０ 

エスファクトリー東北（株） 食品関連産業 登米市 

トライデントオサベフーズ（株） 食品関連産業 登米市 

(株)Ⅰ.Ｄ.Ｆ 高度電子機械産業 石巻市 

令和 

元 

(株)ケーヒン 

（現日立Ａｓｔｅｍо (株)） 
自動車関連産業 村田町 

スターゼン(株) 食品関連産業 多賀城市 

（株）ニッケ機械製作所 生産用機械器具製造業 登米市 

牧野精工（株） 高度電子機械産業 登米市 

２ 

(株)イズミテクノ 高度電子機械産業 大衡村 

(株)旭洋工業製作所 自動車関連産業 登米市 

(株)ウェルファムフーズ 食品関連産業 涌谷町 

豊田合成東日本(株) 自動車関連産業 大衡村 

３ 

アルプスアルパイン（株） 高度電子機械産業 大崎市 

（株）サワ 生産用機械器具製造業 東松島市 

ＪＡ全農ラドファ（株） 食品関連産業 色麻町 

※１ 社名は，報道等公表時点のもの。各企業の立地決定（立地表明など）をした年度

毎に表示しています。 

※２ 「産業分野」欄は，県の企業誘致重点戦略の最重点及び重点の８分野に位置付け

られている産業名を基本としています。 

 
トヨタ自動車東日本株式会社（大衡村） 

 

 



45 

 

 

② 企業立地促進法関連産業集積促進事業 

［第３期（平成３０年度から令和４年度）活用（見込）額：４億１１百万円］ 

市町村が行う企業誘致を促進するため，工場用地整備に必要な資金を無

利子で貸し付けています。 

イ 事業の実績 

年度 貸付件数 開発面積 

第３期（Ｈ３０～Ｒ３） 1 件 ０ｈａ 

通算（Ｈ２０～Ｒ３） ８件 ６７.８ｈａ 

※第３期は平成 29 年度貸付分の追加貸付のため，開発面積は０ha となっている。 

ロ 事業の成果 

本貸付金によって造成した工業団地に，令和３年度までに１６社が立

地しています。 

 

貸付金を活用して造成した工業用地（亘理中央地区） 

 

③ 情報通信関連企業立地促進奨励事業 

［第３期（平成３０年度から令和４年度）活用（見込）額：２億１９百万円］ 

雇用拡大や地域経済の活性化を図るため，製造業等のソフトウェア設

計・開発部門及び開発系 IT 企業に対して，初期投資軽減及び新規雇用促

進のための奨励金を交付し，戦略的な企業誘致を展開しています。 

イ 事業の実績 

年度 交付件数 奨励金交付額 

第３期（Ｈ３０～Ｒ３） ３８件 １０９,４２５千円 

通算（Ｈ２０～Ｒ３） ４６件 ２６２,２７０千円 

※ 奨励金を複数年に分割して交付した場合，年度ごとに１件と数えている。 

ロ 事業の成果 

コールセンター（平成２０～２２年度まで）及び開発系ＩＴ企業の立

地により，新規雇用７４７人分が創出されました。 
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④ 放射光施設整備費補助事業 

［第３期（平成３０年度から令和元年度）活用額：３０億円］ 

東日本大震災からの産業復興と次世代放射光施設設置によるイノベーシ

ョン創出の拠点化を図るため，施設の整備・運営主体である一般財団法人光

科学イノベーションセンターに対して，平成３０年度から令和元年度にかけ

て総額３０億円を上限として，敷地造成費や基本建屋建築費等を補助。 

 

事業計画（事業主体：一般財団法人光科学イノベーションセンター） 

 Ｈ３０ Ｒ元 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ 

敷地造成      

基本建屋基本設計      

基本建屋詳細設計      

基本建屋建築※      

※県補助金の交付は令和元年度まで 

 

イ 事業の実績 

・ 次世代放射光施設の敷地造成工事，基本建屋実施設計及び基本建屋建築

工事に関する補助金を交付しました。 

年度 交付額 実績等 

Ｈ３０ ５４０百万円 
基本建屋基本設計が完了，敷地造成工事

に着手 

Ｒ元 ２，４６０百万円 
敷地造成工事・基本建屋実施設計が完了，

基本建屋建築工事に着手 

通算 ３，０００百万円  

 

 ロ 事業の成果 

敷地造成工事が完了するとともに，令和２年３月に基本建屋建築工事に着

手し，令和６年度の運用開始に向けた整備推進に取り組みました。 

 

  

基本建屋建築工事起工式の様子（R2.4） 次世代放射光施設イメージパース 
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（２）技術高度化支援 
 

県内中小企業の競争力強化のため，技術力や研究開発力，営業力等の向

上を支援し，取引の創出・拡大につなげました。 
 

【主な事業】 

① 富県宮城技術支援拠点整備拡充事業 

［第３期（平成３０年度から令和４年度）活用（見込）額：５億７１百万円］ 

県内中小企業が単独で保有することが難しい機器等を産業技術総合セ

ンターに設置し，製品の高品質化や生産コストの低減，納期の短縮化等も

のづくりを行う地域企業が抱える課題の解決を図っています。 

イ 事業の実績 

年度 導入機器 

第３期 

（Ｈ３０～Ｒ３） 

食品分析評価支援装置，三次元モデル設計シス

テム，高品位グラフィック処理システム，難加

工性材切削評価システム，紫外可視近赤外分光

光度計，電源ノイズアナライザ，リアルタイム

スペクトラムアナライザ，酒造関連支援設備， 

エンジニアリングプラスチック造形システム，

真空凍結乾燥装置，大容量冷却遠心分離機，真

空ホットプレス，高精度３次元形状検査システ

ム，ＣＡＥシステム，ガスクロマトグラフ質量

分析装置，Ｘ線光電子分光装置，エネルギー分

散型蛍光Ｘ線分析装置 

通算（Ｈ２０～Ｒ３） ３４機器 

ロ 事業の成果 

自動車部品の新製品開発の評価や新素材の開発など，導入した機器を

活用した県内中小企業等への技術支援を５，１９６件（平成２０年度か

ら令和３年度）実施しています。 

  
走査型電子顕微鏡 温度可変振動試料型磁力計 
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② デジタルエンジニアリング高度化支援事業 

［第３期（平成３０年度から令和４年度）活用（見込）額：６１百万円］ 

産業技術総合センターに設置した「みやぎデジタルエンジニアリングセ

ンター」において，クリエイティブなデジタルエンジニアの育成，県内企

業への技術の普及啓発を行っています。 

イ 事業の実績 

３Ｄプリンターや３ＤＣＡＤを高度に活用し，自ら課題解決に取り組

むデジタルエンジニア育成を行う研修事業，セミナー，複数の研究会を

実施しました。また，個別の技術課題に取り組む企業に対する課題解決

支援を実施しました。 

年度 実績等 

第３期 

（Ｈ３０～Ｒ３） 

セミナー（２３回８１３人参加），研究会（１５回 

４２３人参加），研修（７５人参加）を実施 

通算 

（Ｈ２８～Ｒ３） 

セミナー等（３０回９１３人参加），研究会（３２回

６５６人参加），研修（１２８人参加）を実施 

ロ 事業の成果 

参画企業が金属粉末造形サービス提供企業を設立したほか，世界最大

級の金属３Ｄプリンターを国内で最初に導入したことにより，３Ｄプリ

ンターによる県内製造業の活性化が期待されます。また，既存の加工技

術を３Ｄプリンター造形品に応用する技術開発に，企業と共同で取り組

みました。 

さらに，本事業の課題解決事業を活用し，県内企業が医療分野の製品

開発・販売をしました。 

  

３ＤＣＡＤ高度活用研修 ３Ｄプリンターによる 
小ロット生産技術研修 

 

 

 

                                   

デジタルエンジニアリン

グ課題解決を活用した 

医療分野製品化例 
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③ 高度電子機械産業集積促進事業（人材育成センターを除く） 

［第３期（平成３０年度から令和４年度）活用（見込）額：２億８３百万円］ 

県内企業や関係機関で構成する「みやぎ高度電子機械産業振興協議会」

を運営し，高度電子機械産業の市場や技術に関するセミナーの開催，展示

会出展支援を通じ，県内企業の取引の創出・拡大を促進しています。 

イ 事業の実績（平成３０～令和３年度累計） 

項目 実績等 

市場技術セミナーの開催 ３９回２，７７９人 

展示会出展支援 ２２回８８社 

川下企業への技術プレゼン １７２回２５９社 

国際認証取得奨励金交付 ５件 

医療分野参入促進事業費補助金交付 １６件 

ロ 事業の成果 

今後成長が見込まれる「半導体・エネルギー」，「医療・健康機器」，

「航空機」分野のセミナー開催や展示会への出展支援のほか，川下企業

への技術プレゼンテーションや県内企業紹介等を通じて，３４３件（平

成２０～令和３年度）の商談が成立しました。 

 

④ 新規参入・新産業創出等支援事業 

［第３期（平成３０年度から令和４年度）活用（見込）額：３億５百万円］ 

高度電子機械産業分野等での新事業，新産業創出を目指して，産学官連

携による技術高度化等に必要な技術・製品開発費用の一部を支援するとと

もに，川下企業等への新規参入を目指して試作開発等に取り組む県内企業

に対し，その費用の一部を支援しています。 

イ 事業の実績（平成３０～令和３年度累計） 

項目 実績 

地域イノベーション創出型 １６件 

グループ開発型 ９件 

成長分野参入支援型 ３１件 

ロ 事業の成果 

本事業により，地域企業の産学官連携による新技術，新製品の開発体

制が構築されました。また，採択された企業が高度電子機械産業や医療

分野において新たな製品の開発・販売を行ったほか，電子部品用複合型

プラスチックリールの試作開発を行い，川下企業に提案しました。 
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⑤ 自動車関連産業特別支援事業（人材育成センターを除く） 

［第３期（平成３０年度から令和４年度）活用（見込）額：１億８７百万円］ 

自動車関連産業の集積を目指し，県単独による展示商談会開催や自動車

関連企業ＯＢ等による生産現場改善支援によって県内企業の受注獲得を

支援するとともに，研修参加等の経費補助やセミナー開催による情報提供

により人材育成を支援しました。加えて，企業の新技術・新工法の開発・

提案に向けた共同研究や部品分析，個別プロジェクト検討等技術開発を支

援しました。 

イ 事業の実績（平成３０～令和３年度累計） 

項目 実績 

県単商談会参加者数 ５３社，１大学 

生産現場改善個別支援 ２２社 

生産現場改善集合支援 ２２３社 

人材育成補助金交付 １７件 

自動車関連産業セミナー開催数 １０回 

新技術・新工法研究開発促進支援 ２４社 

ロ 事業の成果 

県内企業の自動車関連産業への新規参入や取引拡大を図るため，受注

獲得，人材育成，技術開発のそれぞれの分野で各種支援を継続してきた

結果，５４７件（平成２０年度から令和３年度）の商談が成立しました。 

 

  

地域イノベーション創出型を活用した 

産学官連携による技術・製品開発例 
成長分野参入支援型を活用した試作開発例 
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（３）中小企業・小規模事業者活性化 
 

中小企業・小規模事業者の持続的発展・成長に向けて，生産性の改善等に

向けた取組に加え，後継者の確保等事業承継に関する支援や起業のための拠

点の確保，人的ネットワーク構築の機会の提供など創業・第二創業の加速化

に向けた取組を推進しました。 
 

【主な事業】 

① スタートアップ加速化支援事業 ※令和２年度まで：創業加速化支援事業  

［第３期（平成３０年度から令和４年度）活用（見込）額：２億４８百万円］ 

県内において創業又は第二創業する方にスタートアップ資金の補助を行

っています。 

イ 事業の実績 

年度 補助件数 補助金額 

第３期 

（Ｈ３０～Ｒ３） 

１４４件 

（継続６８件，新規７６件） 
１５１，１２６千円 

通算 

（Ｈ２９～Ｒ３） 

１５９件 

（継続６８件，新規９１件） 
１６４，１９４千円 

※事業費は補助金額に事務費を加えたもの。 

      ※補助件数は通算１５９件であるが，２か年事業のため実支援者数は９１者。 

ロ 事業の成果 

平成２９年度から令和３年度までに，９１者の創業を支援し，雇用の

創出や地域産業の再生に寄与しています。 
 

 

 

 

 

  

 

  

PC などの情報機器利用時の姿勢矯正 IoT

アプリケーションの研究開発及び 

販売事業の創業（Ｒ２採択） 

事業撤退に伴う空き店舗を活用した 

地元の農産物，加工品の直売所 

（Ｒ１採択） 
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② 生産現場改善強化支援事業 

［第３期（平成３０年度から令和４年度）活用（見込）額：１億８５百万円］ 

県内ものづくり企業の生産現場における生産性改善等の取組に対する

支援及び人員配置の適正化等による経営の安定化を促進しています。 

イ 事業の実績（平成３０～令和３年度累計） 

 生産現場改善支援 

（専門家派遣） 

生産性向上設備 

導入等支援 

現場改善セミナー 

の開催 

第３期 ５４社 ３４社 １３回２７０人 

ロ 事業の成果 

不適格品の減少や労働生産性の向上，配置人員の削減など，企業の生

産性の向上に貢献しています。 

  

生産現場改善活動の様子 現場改善セミナーの様子 

 

③ 事業承継支援体制強化事業 

［第３期（平成３０年度から令和４年度）活用（見込）額：７１百万円］ 

県内中小企業・小規模事業経営者に事業承継の必要性を喚起するととも

に，円滑な事業承継を支援しています。 

イ 事業の実績 

  県内中小企業の事業承継ニーズを掘り起こすため，「宮城県事業承継・

引継ぎ支援センター」に事業承継専門員を配置し，金融機関や商工会・

商工会議所等の支援機関と連携し，事業承継診断の実施等について支援

を行いました。また，事業承継支援の重点地区を設定し，事業者向けセ

ミナーを開催するなど，集中的に支援しました。加えて，事業承継ネッ

トワークのポータルサイトを運営し，広く事業承継の重要性をＰＲする

とともに，支援機関向けに事業承継の事例を掲載しました。 

年度 事業承継診断件数 

第３期（Ｈ３０～Ｒ３） １０，１５３件 
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ロ 事業の成果 

事業承継に関する支援を行った結果，２，３２１社が事業承継計画を

策定し，事業承継への具体的な道筋を立てることにつながりました。ま

た，気仙沼市主催の事業承継連絡会議が設立されるなど，中小企業者の

事業承継を支援し，持続的経営，地域産業の再生を支援するネットワー

クの拡大につながりました。 

 

 

 

事業者向けセミナー チラシ ポータルサイト 

 

④ 小規模事業者伴走型支援体制強化事業 

［第３期（平成３０年度から令和４年度）活用（見込）額：７５百万円］ 

小規模事業者の経営計画の策定や販路拡大を支援するために，商工会や

商工会議所が実施する伴走型支援の取組の強化を行いました。 

イ 事業の実績 

年度 
セミナー 

の開催 

個別指導 

の実施 
出展補助 同行支援 

第３期 

（Ｈ３０～Ｒ３） 
２３５回 １，８２０件 ７９回 １８回 

通算 

（Ｈ２８～Ｒ３） 
３４２回 ２，４９８件 ７９回 １８回 

ロ 事業の成果 

平成２８年度から令和３年度までに，１，６５１件の経営計画等が策

定されるとともに，７２５件の小規模事業者持続化補助金の採択に結び

つくなど，小規模事業者の持続的経営に寄与しています。また，平成 

３０年度から令和３年度までに７９社に対し，商談会の出展を補助する

など，小規模事業者の販路拡大，新たな販路の開拓にも寄与しています。 
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経営計画等作成セミナーの様子 
（商工会） 

経営計画等作成セミナーの様子 
（商工会議所） 
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（４）人材育成促進 
 

技術力や生産性の向上等を支える人材を育成・確保し，本格化した企業集

積の成果を地元雇用に結びつけるため，産業界から大学，高校まで一体とな

り，実践的な研修やものづくり産業等の認知度の向上などの取組を実施し，

即戦力としての人材を養成しました。 
 

【主な事業】 

① 高度産業人材育成センター運営事業 

［第３期（平成３０年度から令和４年度）活用（見込）額：４７百万円］ 

「みやぎカーインテリジェント人材育成センター」において，新潟県を

含む東北７県の大学，高等専門学校，専門学校生等を対象に人材育成研修

を実施したほか，「みやぎ高度電子機械人材育成センター」において，県

内又は県出身の工学系の大学３年生，高等専門学校生を対象に人材育成研

修を実施しました。 

イ 事業の実績 

（イ）みやぎカーインテリジェント人材育成センター 

自動車の開発・設計に携わるメーカーの現役技術者等による実践的

な実習，講義，工場見学等から構成される人材育成研修を実施しまし

た。 

年度 研修修了生 

第３期（Ｈ３０～Ｒ３） ２８５人 

通算（Ｈ２４～Ｒ３） ７２１人 

（ロ）みやぎ高度電子機械人材育成センター 

大学教授や企業技術者等による実践的な実習，講義，企業見学等か

ら構成される人材育成研修を実施しました。 

年度 研修修了生 

第３期（Ｈ３０～Ｒ３） ６８人 

通算（Ｈ２４～Ｒ３） ２２４人 
 

ロ 事業の成果 

（イ）みやぎカーインテリジェント人材育成センター 

平成３０年度から令和３年度までの研修修了生２８５人の中の就職

該当年次者１８４人のうち，６７人が自動車関連企業に就職しており，

自動車づくりを担う人材の育成につながっています。 
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（ロ）みやぎ高度電子機械人材育成センター 

平成３０年度から令和３年度までの研修修了生６８人の中の就職該

当年次者３３人のうち，８人が高度電子機械関連企業に就職し，高度電

子機械産業を担う人材の育成につながっています。 

 

  
みやぎカーインテリジェント 

人材育成センター研修 
みやぎ高度電子機械 

人材育成センター研修 

 

② ものづくり人材育成確保対策事業 

［第３期（平成３０年度から令和４年度）活用（見込）額：１億４１百万円］ 

ものづくり産業の認知度向上や魅力発信の取組のほか，製造業への就職

の拡大や早期離職の防止等を図るため，高校等へキャリアカウンセラーを

派遣するなど,地域産業を支える人材の育成・確保を推進しています。 

イ 事業の実績（平成３０～令和３年度累計） 

項目 実績 備考 

企業向け採用力向上セミナー 延べ１６４事務所 令和元年度まで 

工場見学会 延べ３,７０６人  

県内外理工系大学生向けセミ

ナー 
７９人 平成３０年度まで 

キャリアカウンセラー派遣に

よるセミナー等 
延べ１１８校  

ものづくり産業広報誌 
１４,０００部/回 

４回/年 
令和３年度実績 

ロ 事業の成果 

平成１９年度から平成２２年度にかけ，県全体の高校生の就職内定率

は低下しましたが，工業学科は横ばい又は微減に留まっていました。東

日本大震災後は，関係機関が連携した就職支援や雇用状況の改善により

就職内定率は上昇しており，中でも工業学科は高い内定率を達成してい

ます。 
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また，製造業に就職した工業高校生の割合は，平成２４年度及び平成

２５年度に低下しましたが，製造業の求人数が増加したこと等の影響に

より,平成２６年度以降は増加基調となり，現在も過半数となっています。 

本事業及び後述の「みやぎクラフトマン２１事業」を通じた高校生へ

の製造業の認知度向上，実践的な指導による技能向上により，本県の次

代を担うものづくり産業の人材育成に取り組んでいます。 

 

 

③ みやぎクラフトマン２１事業 

［第３期（平成３０年度から令和４年度）活用（見込）額：２１百万円］ 

工業系学科を有する学校において，企業ＯＢ等の熟練技能者による実践

的な指導や最新工作機械の導入等を通じて，即戦力となる人材を育成して

います。 

イ 事業の実績（平成３０～令和３年度累計） 

項目 実績 備考 

企業ＯＢ等の熟練技能者によ

る実践授業等 

４１５プログラム 

（対象：工業高校等１３校） 
 

 

93.0%
94.5% 95.1%

92.5%
90.9%

87.6%

97.1%
98.5% 98.6% 98.9% 99.0% 99.0% 98.8% 98.8% 99.2%

98.8%
99.2%

98.0% 97.8%
99.1%

97.6%
96.6% 96.7%

99.7% 99.8% 99.9% 99.4% 99.8% 99.7% 99.7% 99.7% 99.9% 99.7%99.6%

85%

90%

95%

100%

H17 18 H19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 R1 R2 R3

（年度）

県内高校生の就職内定率の推移
（３月末高校教育課調査）

県全体

工業学科

45.1%

47.4%
49.2%

53.6%

49.8%

43.5%

48.0%

51.6% 51.9%

54.8%

51.9% 51.6% 52.6% 52.1%

40%

50%

60%

20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 R1 R2 R3（年度）

製造業に就職した工業高校生の割合



58 

 

 

ロ 事業の成果 

本事業の実施により，高校生のものづくりに関する意識の醸成，専門

知識と仕事との関連性の理解促進がはかられ，資格取得，就職への意欲

向上につながったほか，各種競技大会での好成績などの効果が現れてい

ます。 

県内企業の協力や，企業ＯＢ等の熟練技能者による実践的な指導によ

り，多くの生徒が技能検定試験に合格しており，ものづくり技能の向上，

即戦力となる人材の育成に取り組んでいます。 

※技能資格取得者数：２級２６０人，３級４，６３５人 

（平成２２～令和３年度） 

 

 

 

  

実践授業 技能五輪全国大会愛知大会 
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④ 「地学地就」産業人材育成事業  

※令和２年度まで：地学地就・地域産業の担い手育成推進事業 

［第３期（平成３０年度から令和４年度）活用（見込）額：１億８４百万円］ 

学校と地域の企業及び県の関係機関が連携協力して，地域の将来を支え

るものづくり人材の育成と確保及び雇用のミスマッチ解消や職場定着の

取組を推進しています。 

イ 事業の実績（平成３０～令和３年度累計） 

項目 実績 

「地学地就」コーディネーターの配置（令和３年度） ２６校１１人 

企業訪問数 １，２６３件 

求人・相談対応 ２，９９７件 

卒業生の状況の状況共有 ２，９７１件 

離職卒業者の再就職支援 ３８人 

ロ 事業の成果 

圏域版プラットフォーム会議コアメンバーとして，地域産業界と高校

との連絡調整を行い，卒業生の就職先を定期訪問し職場定着を図るとと

もに，企業訪問で得た情報を生徒・保護者に還元し，就職先の理解促進・

認知度向上につながっています。また，離職した卒業生を県や関係機関

の人材確保事業につなぎ，再就職を促しました。 

 

  

就職支援担当者連絡会議 企業訪問（就職指導研修会） 
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（５）人材確保支援 
 

専門的な知識や経験を有する人材等の県内企業への環流（ＵＩＪターン）

促進や企業の人材確保に向けた環境整備等を支援しました。 
 

【主な事業】 

① ものづくり企業コーディネーター設置事業 

［第３期（平成３０年度から令和２年度）活用額：５６百万円］ 

ものづくり企業の雇用ミスマッチ解消に向けて，企業，学校，行政機関の

連携をコーディネートする「ものづくり企業コーディネーター」を配置。需

給（企業・学校）双方の情報を把握し繋ぐことで関係機関の情報の疎通を密

にし，円滑な連携によるマッチング促進により，企業の人手不足解消を支援

しました。 

イ 事業の実績 

年度 実績等 

第３期 

（Ｈ３０～Ｒ２） 

訪問総数 延べ１，４７９件 

（内訳 企業延べ９１３件，学校ほか延べ５６６件） 

ロ 事業の成果 

本事業の実施により，企業・学校・行政機関間の顔の見える関係性が構

築され，県内ものづくり人材の需給双方のニーズを踏まえたマッチングが

促進されました。 

また，人手不足の課題がある企業に対しては，採用や人材育成面での改

善点等，個別企業の現状に応じたアドバイスを行うことで企業側の意識改

革等につながっており，学校側に対しては，地元企業に目を向ける着眼点

等のアドバイスや，教員向けの地元企業の説明等により，教員の地元企業

への理解促進の向上につながっています。 
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※令和元年度より紹介手数料のみ

助成  

② 宮城ＵＩＪターン助成事業 

［第３期（平成３０年度から令和４年度）活用（見込）額：１億４４百万円］ 

首都圏など県外に居住するプロフェッショナル人材を新たに雇用，または

お試し就業を実施した県内中小企業に対して助成金を支給することにより，

県内企業の人材確保を図るとともに，本県へのＵＩＪターンを促進していま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 事業の実績 

年度 助成件数 補助金額 

第３期（Ｈ３０～Ｒ３） ７５件 １０５，４７４千円 

通算（Ｈ２８～Ｒ３） １２１件 １５７，２６０千円 

ロ 事業の成果 

県内中小企業においては,当該補助金を活用し,県外からプロフェッ

ショナル人材１１６人（平成２８～令和３年度）を新たに雇い入れるこ

とにより,新規事業の立ち上げ,経営改善を行うことができました。 
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③ 外国人材マッチング支援事業 ※令和２年度まで：外国人雇用アシスト事業 

                     平成 30 年度：外国人留学生マッチング事業 

［第３期（平成３０年度から令和４年度）活用（見込）額：７６百万円］ 

県内の大学・専門学校卒業後に日本での就労を希望する外国人留学生と県

内中小企業のマッチングを支援しました。 

イ 事業の実績（平成３０～令和３年度累計） 

項目 実績 

企業相談窓口利用件数 ５１９件 

企業向けセミナー ３１回 

留学生向けセミナー ４２回 

合同企業説明会 １２回 

企業見学ツアー ９回 

外国人と企業の交流会 ３回 

ロ 事業の成果 

セミナー等を通して企業における外国人材の適切な活用を推進すると

ともに，平成３０年度からの５年間で，留学生１６５人が県内企業から 

就職内定を受けるなど，県内企業の人材確保に寄与しました。 

 

  

合同企業説明会 企業向けセミナー 
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④ 産業振興型保育施設整備緊急加速化事業 

［第３期（平成３０年度から令和４年度）活用（見込）額：５８百万円］ 

工業団地内等における事業所内保育施設等の整備に対して助成していま

す。 

イ 事業の実績 

年度 助成件数 補助金額 

第３期（Ｈ３０） １件 ９，０５５千円 

通算（Ｈ２９～３０） ２件 ２６，０５５千円 

 

ロ 事業の成果 

子育てと仕事の両立ができる多様な勤務形態に対応した事業所内保

育施設が整備されたことにより，ものづくり産業における働きやすさの

向上につながりました。 

 

 

 

  

「みやぎ発展税」を活用して整備された 

事業所内保育施設「ゆぅゆぅ保育園みやぎ」 

（大和町，トヨタ自動車東日本株式会社） 
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（６）地域産業振興促進 
 

「富県宮城の実現」に向けて主体的に取り組む事業への支援や，地域経

済を支える商業，農林水産業の競争力強化を推進したほか，新たな課題へ

の対応など，地域産業の振興施策を機動的に展開しました。 
 

【主な事業】 

① みやぎ IT 商品販売・導入促進事業 

［第３期（平成３０年度から令和４年度）（見込）額：７１百万円］ 

情報関連産業の振興と地域産業のＩＴ化を推進するために，地域産業が求

めるＩＴ商品の開発を支援するとともに，優れたＩＴ商品を認定し，その商

品の販売・導入を支援しています。 

イ 事業の実績 

（イ）みやぎ認定ＩＴ商品 

県内ＩＴ企業が開発した優れたソフトウェア商品を「みやぎ認定Ｉ

Ｔ商品」として認定し，専門家派遣による販売促進計画策定や展示会

出展などにより販路拡大等を支援しました。 

年度 認定数 

第３期（Ｈ３０～Ｒ３） ７社  ７商品 

通算（Ｈ２３～Ｒ３） ２８社 ３０商品 

（ロ）ＩＴ商品開発支援 

ＩＴ導入を図ろうとする事業者への試用提供や市場での販促活動で

得られる顧客の声を反映させた，実用的なＩＴ商品の開発及び改良費

用の一部を補助し支援しました。 

年度 認定数 

第３期（Ｈ３０～Ｒ３） ２２社 ２２商品 

通算（Ｈ２５～Ｒ３） ３８社 ３８商品 

（ハ）導入マッチング支援 

保育業界を対象としたＩＣＴ利活用セミナーを開催し，ＩＴ企業の

業界参入支援及び保育事業者のＩＣＴ利活用推進を図りました。 

ロ 事業の成果 

優れたＩＴ商品として認知度が高まり，売上げが好調な商品もあるほ

か，地域産業が求めるＩＴ商品が新たに商品化され，マッチングの支援

などにより地域産業への導入が進むなど，地域産業のＩＴ化に寄与して

います。 
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② みやぎ IT 市場獲得支援・形成促進事業 

［第３期（平成３０年度から令和４年度）（見込）額：２８百万円］ 

県内ＩＴ企業の最先端技術の習得を目的とした技術者派遣による業務

獲得の支援及び県内における先進的な AI･IoT を活用したビジネス創出を

支援しています。 

イ 事業の実績（平成３０～令和３年度累計） 

（イ）市場獲得支援事業 

派遣ＯＪＴ支援事業にて，県内ＩＴ企業が業務獲得に必要な知識・

技術を習得するために先進企業や大学等へ技術者を派遣する取組の費

用の一部を補助し支援しました。 

年度 実績等 

第３期 

（Ｈ３０～Ｒ３） 

県内ＩＴ企業７社から， 

東北大学に１３人の技術者派遣を支援 

通算 

（Ｈ２０～Ｒ３） 

県内ＩＴ企業３０社から， 

先進企業及び東北大学に８５人の技術者派遣を支援 

（ロ）先進的 AI･IoT 活用ビジネス創出実証事業 

県内ＩＴ企業が，自動車・高度電子・農林水産業及び食品・水産加

工等の県内企業の課題解決に寄与する AI･IoT 活用システムを開発し，

導入実証を行うことにより，県内における先進的な AI･IoT 関連ビジネ

スの創出を行う取組みを支援しました。 

項目 実績等 

先進的 AI･IoT ビジネス実証 ８件 

成果報告会 ３回 

ロ 事業の成果 

最先端技術の習得により,先進企業からの業務獲得及び大学との連携

によるＡＩ等の新規分野への進出に寄与しています。また，先進的 AI･IoT

を活用したビジネスモデルの実証を支援するとともに，普及促進のため

の成果報告会を開催し，県内における AI･IoT 関連ビジネス創出に寄与し

ています。 

 

 

 

 

 

 

 

【AI･IoT による生産性向上の取組み事例】 

 製造業分野（生産設備の IoT 化と AI 分析による業務改善と未来予測の実現） 
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③ 商店街ＮＥＸＴリーダー創出事業 

［第３期（令和元年度から４年度）活用（見込）額：２１百万円］ 

商店街活動の新たな担い手やリーダーの創出を図ることを目的に，先進

事例を学ぶためのセミナーを実施するとともに，商店街の若手・女性商業

者による実践的な取組等を支援しています。 

イ 事業の実績（令和元～３年度累計） 

項目 実績等 

セミナー開催 １２回 修了者２１人 

若手・女性商業者による取組支援 ２４者 

ネットワークミーティング ２回 

ロ 事業の成果 

セミナーにより商店街の次代のリーダーとなり得る人材を育成したほ

か，実践的な取組への支援を通じて，若手・女性商業者の商店街活動の

ノウハウの蓄積に寄与しました。また，ネットワークミーティングを開

催することで，各地域での取組事例を広く波及させることができました。 

  

セミナー（先進地視察） セミナー（座学） 

 

 

 

若手グループによるシェアテナント整備  
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④ 販路拡大推進支援事業 ※平成 30 年度まで：商談会開催支援事業 

［第３期（平成３０年度から令和４年度）活用（見込）額：１５百万円］ 

県内中小企業支援機関が開催する商談会等に係る経費の補助をしていま

す。 

イ 事業の実績（平成３０～令和３年度累計） 

項目 実績等 

個別商談会 延べ４１社 ５９８商談 

現地開催型商談会 延べ７７社 ４１４商談 

集団型商談会 延べ９４社 ９２９商談 

商品開発・販売方法に関するセミナー ８回 

商品マッチング事業 ３社  ４２商談 

ロ 事業の成果 

県内中小企業支援機関が実施する商談会開催等に要する経費を補助し，

農水産加工品などを生産する県内商工業者を対象に販路回復や拡大に向

けた支援を実施しました。 

  

個別商談会 集団型商談会 

 

 

 

セミナー（販路開拓塾）  
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⑤ みやぎ観光戦略受入基盤整備事業 

［第３期（平成３０年度から令和２年度）活用額：１億３５百万円］ 

自然公園施設，登山道，観光案内板等の整備を実施しています。 

イ 事業の実績 

年度 実績等 

第３期 

（Ｈ３０～Ｒ２） 

蔵王国定公園内トイレの改築 

湯浜線歩道の整備 

船形山登山道の整備 

ロ 事業の成果 

登山道の整備により，県内外から訪れる観光客や登山者が快適かつ安

全に宮城を代表する自然景観を楽しむことができるようになりました。 

 

⑥ アグリビジネス経営確立支援事業 

［第３期（平成３０年度から令和４年度）活用（見込）額：５億４５百万円］ 

競争力ある農林水産業への転換を早期に実現させるため，高い企業マイ

ンドを有するアグリビジネス経営に取り組む人材や企業の育成，施設整備

を支援しています。 

イ 事業の実績（平成３０～令和３年度累計） 

（公財）みやぎ産業振興機構に設置した「アグリビジネス支援室」を

中心に，アグリビジネス経営体の育成を支援しました。 

項目 実績 

現地支援 ４２４回 

経営者養成講座 ２２５人 

専門家派遣 ３３９回 

県外商談会等出展 １４者 

施設整備補助金交付 ８件 

ロ 事業の成果 

「競争力ある農林水産業への転換」を目指し，地域農業をリードする

アグリビジネス経営体の育成と，雇用の創出及び地域の活性化を図るた

め，（公財）みやぎ産業振興機構による事業計画のブラッシュアップや経

営課題の解決を支援するための専門家派遣を行い，経営改善を促進しま

した。加えて，各種ビジネス講座を開催し，企業的経営感覚を持った農

業経営者の育成や知識習得を支援しました。 

年間１億円以上の売上を達成したアグリビジネス経営体数及び売上額

合計の推移は，次のグラフのとおりとなりました。 
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機構が実施した組織力オーダーメード講座 

（チームプレーを強化する社員研修） 

高度環境制御によるいちご栽培施設 
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２ 震災対策パッケージ 
 

「震災対策パッケージ」については，近い将来に発生が確実視される宮城

県沖地震に備え，災害に対応する産業活動基盤の強化や防災体制の整備など，

県民や企業の地震被害最小化のための施策を展開しました。 
 

（１）災害に対応する産業活動基盤の強化 
 

多くの県民が利用する施設の耐震化を推進するなど，災害時における県

民生活の安全と経済活動の確保を図りました。 
 

【主な事業】 

① 特定建築物等震災対策事業 

［第３期（平成３０年度）活用額：６百万円］ 

指定避難所等の耐震化を促進するため，市町村が実施する耐震診断に要

する費用の一部を補助するほか，耐震診断が義務化された大規模な特定建

築物耐震改修工事を促進するため，市町村が所有者に対して耐震診断，耐

震補強設計，耐震改修工事費用を補助する場合に，市町村負担分の一部を

補助しています。 

イ 事業の実績（平成３０年度） 

項目 実績等 

指定避難所耐震診断補助金交付 ５件 

大規模特定建築物耐震補強設計助成 １件 

大規模特定建築物耐震改修工事助成 １件 

ロ 事業の成果 

令和３年度末時点で，県内の指定避難所は，耐震化率が９８％となり，

耐震診断助成事業開始前の平成１９年度末時点の６９％から大幅な改善

が図られています。 

また，市町村と防災協定を締結し，市町村地域防災計画の避難所に位

置づけられたホテルなど民間大規模建築物の耐震化を促進することで，

安全な民間施設を防災拠点に活用することができ，地域防災力の向上に

つながっています。 
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耐震改修完了（鳴子ホテル） 改修工事の施工状況 

 

② 高等学校等非構造部材震災対策事業 

［第３期（平成３０年度から令和２年度）活用額：９億９４百万円］ 

東日本大震災では，多くの学校施設において構造体のみならず天井材や

照明器具等の落下など非構造部材に被害が発生したことから，これらの落

下被害を未然に防止するため，撤去・改修工事を実施しました。 

イ 事業の実績（平成３０～令和２年度累計） 

項目 実績等 

撤去・改修工事 ３２施設 

設計 １８施設 

ロ 事業の成果 

平成２７年度から撤去・改修事業を実施しており，対象となる４６施

設全ての工事が完了し，実施学校施設利用者の安全・安心につなげてい

ます。 

 

  

講堂天井改修（着手前） 講堂天井改修（完成） 
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（２）防災体制の整備 
 

東日本大震災などの大規模な地震の教訓を生かし，地域や企業の防災対

策の中心となる人材を養成するほか，災害警備活動の拠点となる警察施設

の電源施設整備や緊急輸送道路の確保のために必要な災害対応型交通安全

施設の整備など防災体制の充実を図りました。 
 

【主な事業】 

① 地域防災リーダー育成等推進事業 ※令和２年度まで：防災指導員養成事業 

［第３期（平成３０年度から令和４年度）活用（見込）額：６１百万円］ 

地震・津波，洪水及び土砂災害等についての基礎的事項や事前の防災対

策などの知識を持つ地域防災リーダーや避難誘導方法などの知識を持つ

企業防災リーダーを計画的に育成し，減災に役立つ具体的な行動の波及を

図り，地域と企業の震災対策を推進することで，県全体の防災力の向上を

目指しています。 

イ 事業の実績（平成３０～令和３年度累計） 

地域防災リーダーの養成研修 

コース 実績 

地域防災 ２，００５人受講 

企業防災 ９５人受講 

フォローアップ １，５９０人受講 

ロ 事業の成果 

養成した防災リーダーは，平成２３年３月１１日に発生した東日本大

震災時において，自主防災組織での活動の中などで，安否確認や情報収

集・伝達等について先導的な役割を果たしました。 

  

防災リーダー養成研修 防災リーダー養成研修 
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② 自主防災組織運営体制強化事業 

［第３期（平成３０年度から令和２年度）活用額：２７百万円］ 

先進的・先導的な取組を行い他の模範となる自主防災組織に対し，防災

資機材購入経費及び防災研修等の開催に係る経費について助成を行い，自

主防災組織の体制強化を促進しました。 

イ 事業の実績（平成３０～令和２年度累計） 

年度 実績等 

第３期（Ｈ３０～Ｒ２） ６０件 

通算（Ｈ２９～Ｒ２） ８０件 

ロ 事業の成果 

先進的・先導的な取組を行う自主防災組織への補助を実施することに

より，対象団体の取組をより活性化することができました。また，対象

団体の優良事例を取りまとめ，市町村へ情報提供するとともに，県ホー

ムページへ掲載し，他の自主防災組織の活動の参考資料として活用する

ことができました。 
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参考３ 令和３年度「みやぎ発展税」活用事業一覧 

 

 

（単位：千円）

うち基金活用額

1 みやぎ企業立地奨励金事業
経済商工観光部

産業立地推進課
4,202,450 4,202,450

　立地した自動車関連産業・高度電子機械産業・食品関連産業企業等32

件（新設・増設）に対し企業立地奨励金を交付した。

2 名古屋産業立地センター運営事業
経済商工観光部

産業立地推進課
9,923 9,912

　自動車関連企業を中心とした企業訪問（193件）を実施し，県内への企

業集積と地元企業の取引拡大を図った。

3 工場立地基盤整備事業貸付金
経済商工観光部

産業立地推進課
0 0

　工業用地の整備費用として市町村へ無利子で貸し付け，工業用地造成

を促進するものであるが，令和3年度の貸出実績はなかった。

4 高水質浄水施設整備支援事業
経済商工観光部

産業立地推進課
0 0

　工業用水を使用する企業が行う高水質浄水施設整備を支援するもので

あるが，令和3年度の活用実績はなかった。

5 工業団地整備補助事業
経済商工観光部

産業立地推進課
13,194 13,194

　産業用地造成を促すため，産業用地造成に係る各種調査を行う市町村

等に対して，補助金を交付した（2件）。

6 情報通信関連企業立地促進奨励事業
経済商工観光部

新産業振興課
17,345 17,345

　誘致活動の結果，新たに4社を立地奨励金指定事業所に指定した。うち

3社が年度内に仙台市内に立地し，残り1社が翌年度5月に立地した。

7
情報通信関連企業立地説明会開催事

業

経済商工観光部

新産業振興課
0 0

　コロナ禍に伴う業務見直しにより中止を余儀なくされたが，対面に代えて

オンライン相談を積極的に提案するなど，対応を工夫した。また，前年度

に作成した誘致促進用品（ﾀﾞﾌﾞﾙﾎﾟｹｯﾄﾌｫﾙﾀﾞ）を継続配布するとともに，県

内投資環境をPRする「情報通信関連企業立地ガイド」をゼロ予算で新た

に作成し，立地見込みのある企業に対し投資環境を広報した。

8 企業立地型交通安全施設整備事業
警察本部

交通規制課
6,370 1,670

　柴田町において，交通信号機1基を整備し，企業立地等による交通量

の増加等に対応した物流の円滑化を図った。

9 産学連携プロジェクト推進事業
経済商工観光部

新産業振興課
1,980 1,980

　宮城県に設置される次世代放射光施設の県内食産業への利用促進を

目指し，放射光施設を利用した食品分野での商品開発や食材・商品のブ

ランド化に関する調査を行う産学共同研究会を，県内学術機関に委託し

て実施した。(委託件数１件)

10 素材先端技術活用推進事業
経済商工観光部

新産業振興課
728 728

　本事業関連技術を扱うオンラインセミナーを開催（1回，現地＋オンライ

ン　74人・接続）し，地域企業への技術普及を図ったほか， 大学や研究

機関，地域企業との共同研究（6件）により，地域企業の課題解決と製品

開発への支援を行った。

11 富県宮城技術支援拠点整備拡充事業
経済商工観光部

新産業振興課
253,605 253,605

　地域の中小企業が独自に保有することが困難なX線光電子分光装置ほ

か5機種を産業技術総合センターに設置することにより，技術支援機能の

強化を図った。

12
産業技術総合センターEMC総合試験

棟整備事業

経済商工観光部

新産業振興課
586,205 28,903

　電子機器等の電磁耐性試験を行うためのＥＭＣ総合試験棟について，

令和4年4月の供用開始に向け，建築工事及び機器導入を行った。

13
デジタルエンジニアリング高度化支援

事業

経済商工観光部

新産業振興課
13,078 12,712

　三次元CADや３Dプリンターを高度に活用した製品開発を行うデジタル

エンジニアを養成するため，産学官連携によるセミナー（2回延べ172人参

加），研究会（3回延べ106人参加），研修（3コース延べ19人参加）及び，

地域企業が抱える個別課題について，デジタルエンジニアリングの手法

を用いた解決支援を行った。

14
高度電子機械産業集積促進事業

（人材育成を除く）

経済商工観光部

新産業振興課
42,508 40,401

　展示会への出展支援（4回）や川下企業への技術プレゼンの実施，今後

成長が見込まれる「半導体・エネルギー」「医療・健康機器」「航空機」の

各分野の特性に合わせたセミナー（10回）等を開催し，県内企業の取引

拡大や新分野進出を図った。

15 ものづくり基盤技術高度化支援事業
経済商工観光部

新産業振興課
7,388 7,388

　県内中小企業等が技術開発等を進める上で有効な国補助事業（戦略

的基盤技術高度化・連携支援事業）を活用するためには，事業管理機関

が必須であるが，県内の支援体制が十分ではないため，（公財）みやぎ産

業振興機構の専門員を配置（4人）し，体制強化を図った。

16 新規参入・新産業創出等支援事業
経済商工観光部

新産業振興課
63,074 63,074

　高度電子機械産業分野や自動車産業分野等での新事業，新産業創出

などを促進するための産学官連携による技術高度化等に必要な技術製

品開発（地域イノベーショ ン創出型：補助採択4件，グループ開発型：補

助採択3件），川下企業への参入を目指し試作開発（成長分野参入支援

型：補助採択6件）の費用の一部を助成し新事業の実用化・商品化を支

援した。

産業振興パッケージ 合計 A
①～⑥ （66事業計）

対象パッケージ ／ 事業
担当部局

課室

決算額

（繰越額）
事業実績等

1-1

企業集積

促進

1-2

技術高度化

支援

1,018,812 459,022小計 ② （12事業計）

小計 ① （8事業計）

5,882,743 5,311,466

4,244,5714,249,282
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17 放射光施設設置推進事業
経済商工観光部

新産業振興課
4,860 4,860

　東北6県の産学官が連携した取組の推進と産業利用促進に向けた普及

啓発のため，東北放射光施設推進協議会実務者会議を開催した。

　リサーチコンプレックの形成に向けては，関係機関と連携し,今後の施策

検討を行った。

　県内企業の利用促進に向け，既存放射光施設（AichiSR）での放射光

利用実地研修（あいちトライアルユース）を実施（参加経費補助3件）する

とともに，具体的な活用事例などの成果報告会を開催(現地＋オンライン

64人・接続 )したほか，新たに放射光利用技術研究会を発足し，セミナー

等を開催するなど，地元企業の利用促及び普及啓発に取り組んだ。

　さらに施設整備への県内企業の参入支援として，マッチング支援等を

行った（紹介企業中４社のマッチング成立）。

18 次世代素材活用推進事業
経済商工観光部

新産業振興課
7,608 7,608

　セルロースナノファイバー（CNF）等の次世代素材の活用を推進するた

め，県内へのCNF普及と用途開発へ向けた取組を実施した。CNF普及に

向けた取組としては，オンラインセミナーを2回（うち，１回は個別研究会を

一般公開により開催。接続数111）開催した。また，用途開発へ向けた取

組として，産業技術総合センターにおいて関連する研究を行うとともに，企

業や学術機関との共同研究（6件）や企業の製品化に向けた個別課題の

取組を支援した（6件）。

19 地域企業競争力強化支援事業
経済商工観光部

新産業振興課
7,888 7,888

　産業技術総合センターが主体となり，企業等との連携協力のもと，自動

車関連・医療機器関連・高度電子機械産業等の分野に関連する2つの研

究課題を実施し，地域企業に技術移転を図るなど，地域企業の競争力強

化を支援した。

20
自動車関連産業特別支援事業

（人材育成を除く）

経済商工観光部

自動車産業振興室
29,890 29,876

　県単独技術商談会（プレゼン企業5社，参加者31人），非常勤職員等に

よる県内企業訪問並びに生産現場改善指導（集合型6回39社・個別型4

社），人材育成補助金交付（4社），自動車関連産業セミナー（2回開催，

92人参加），新技術・新工法研究開発促進支援（支援テーマ4件）に加

え，製品開発力強化支援事業における企業訪問やセミナー開催，部品分

析委託，個別プロジェクト支援(8件)などを行い，県内企業の新規参入・

取引拡大を支援した。また，自動車の電動化や自動化，新素材等に係る

情報の収集・整理を行った。

21 ものづくり産業起業家等育成支援事業
経済商工観光部

新産業振興課
2,184 2,184

　県内の中小企業者13社に対して，民間賃貸オフィス等に係る賃料を補

助した。

22 富県宮城資金等円滑化支援事業
経済商工観光部

商工金融課
885 885

　富県宮城資金の新規融資実績（2件）と”伊達な旅”整備促進資金の新

規融資実績（2件）に係る信用保証料軽減について，減収分を一部補助し

た。

23 地域特産品等販路開拓等支援事業
経済商工観光部

商工金融課
3,967 3,967

　地域資源を活用した特産品の開発等に取り組む4団体に対して開発等

に要する経費の一部を補助した。

24 ステージアップ支援事業
経済商工観光部

中小企業支援室
17,477 17,477

　自社の課題解決や目標達成を目指すステージアップ支援事業認定企業

4社に対し，設備導入や販路開拓に要する経費について補助金を交付し

た。

25 水産加工業競争力強化支援事業
経済商工観光部

中小企業支援室
28,964 28,964

　県内の水産加工業者の経営課題の解決を図るため，専門家派遣（26社

73回）を実施するとともに，課題解決の実践的な活動を支援する伴走支

援（4社）を実施した。また，生産性改善活動支援（16社）や企業グループ

による経営研究等の支援（7グループ）により，生産効率の向上や人材育

成を実施した。

26 スタートアップ加速化支援事業
経済商工観光部

中小企業支援室
66,131 66,131

　県内で創業等する事業者44者（新規21件，継続23件）に対してスタート

アップ資金を補助した。

27 みやぎ創業推進支援事業
経済商工観光部

中小企業支援室
9,033 9,033

　創業情報提供(74回)，創業セミナーの開催(12回196人参加)，本県での

創業に関する相談や個別の創業計画に係る相談への対応(90件)，市町

村創業支援ネットワーク会議（2回）を実施した。本事業により県内で創業

した事業者数5者。

28 新事業創出支援事業
経済商工観光部

中小企業支援室
17,153 17,153 　地域資源等を活用して新商品等の開発を行う12社に助成を行った。

29 生産現場改善強化支援事業
経済商工観光部

中小企業支援室
34,630 34,630

　県内のものづくり産業の生産現場における生産性改善を支援するため,

専門家派遣(11社)を実施するとともに，生産性向上のための設備導入等

支援(10社)，現場改善セミナーの開催(2回）を実施した。

30 取引拡大チャレンジ支援事業
経済商工観光部

中小企業支援室
12,991 12,991

　県内のものづくり中小企業等の取引拡大・確保を促進するため，みやぎ

広域取引商談会(参加企業数219社)及び個別提案会（3回）を開催した。

また，商談会への参加や受注後のアフターフォローのための費用を補助

（45件）したほか，専門家による販売促進のための動画作成費用を補助

(20件)した。なお，新型コロナウイルス感染症の影響により，宮城・山形・

福島合同商談会は中止となった。

31 事業承継支援体制強化事業
経済商工観光部

中小企業支援室
12,391 12,391

　事業承継専門員2人を配置し，支援機関の訪問等を通じ，事業者の事

業承継を支援した。事業承継診断件数4,151件。

32
小規模事業者伴走型支援体制強化事

業

経済商工観光部

中小企業支援室
9,807 5,960

　小規模事業者の持続的経営や経営革新の促進を図るため，商工会・商

工会議所においてセミナーの開催（41回）や個別指導（275件）を実施し，

経営計画等の策定（159件）を支援した。これらの支援により，販路開拓

や生産性向上の取組を支援する小規模事業者持続化補助金の獲得に寄

与した（43件）。

215,613 211,766小計 ③ （12事業計）

1-3

中小企業・

小規模事業者

活性化
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33 高度産業人材育成センター運営事業

経済商工観光部

新産業振興課

自動車産業振興室
4,509 4,509

　「みやぎカーインテリジェント人材育成センター」（6講座（一部オンデマ

ンド実施），修了生96人）において研修を実施し，高度産業人材の養成を

図った。また，みやぎ高度電子機械人材育成センター研修（全5日間）に

ついては，県内理工系大学･高専の学生を対象とした実践的な研修（全5

日間）を開催した。（受講者37人，うち修了者35人）

34 IT人材採用・育成支援事業
経済商工観光部

新産業振興課
24,822 24,822

　県内・隣県の学生等の県内ＩＴ企業等への就業を促進するために，就職

活動前の学生等を対象に県内ＩＴ産業や企業の認知度向上を目的とし

て，県内ＩＴ企業等が共同で教育機関等と連携して行う事業に対し，その

費用の一部を補助した（1団体へ補助）。

　また，新卒者等未経験者向けと中核人材向けに地域ＩＴ技術者育成研

修をそれぞれ委託により実施した（新卒者等未経験者向け参加者数13

人，中核人材向け参加者数78人）

35 ものづくり人材育成確保対策事業
経済商工観光部

産業人材対策課
22,686 22,027

　高校生向け工場見学会（15回，延べ608人）の開催，DVDや広報誌を

作成配布するとともに，高校等延べ29校にキャリアカウンセラーを派遣

し，製造業への就職拡大や早期離職防止に取り組んだ。

36 産業人材養成教員研修事業
教育庁

教職員課
181 181

　最先端の技術・技能を有する大学や企業3団体に，延べ4人の工業等を

担当する教諭，実習助手を派遣するとともに，企業から招聘型の研修に

は6人の教諭，実習助手が参加し，産業分野での最新技術を習得するこ

とで，教職員の指導力の向上を図った。

37 みやぎクラフトマン２１事業
教育庁

高校教育課
3,403 3,403

　工業系の高校12校において，企業OB等の熟練技能者による実践授業

など79プログラムを行い，生徒のものづくり技術力の向上とものづくり産

業に対する理解を深め，地域産業を支える人材の確保と育成を行った。

38 「地学地就」産業人材育成事業
教育庁

高校教育課
34,403 34,315

　「地学地就」コーディネーターを就職希望者の多い高校26校に11人配置

し，ミスマッチ防止の対策として，企業との情報交換により知り得た情報を

積極的に生徒等に還元し，生徒と企業とのマッチングを図った。（357回）

39 立地企業雇用確保支援対策事業
経済商工観光部

産業立地推進課
4,275 4,275

　立地企業と合同による高校等への訪問を計39回行ったほか，立地企業

10社を紹介する動画を作成し，県ホームページやYouTubeに掲載すると

ともに動画を収録したDVDを県内の高校107校へ配布することで周知を

図った。

40 インターンシップ学生応援事業
経済商工観光部

産業人材対策課
121 121

　インターンシップ事業に参加した学生延べ16人に対する交通費等を支

給し，首都圏等の大学生の県内企業へのインターンシップ参加を支援し

た。

41 みやぎ学生×企業コミュ活事業
経済商工観光部

産業人材対策課
7,201 7,201

　県内就職に目を向けてもらうため，業界研究セミナーに学生延べ42人，

学生と企業の交流イベントに学生延べ75人が参加し，県内企業への興

味・関心の向上につながった。

42 学生ＵＩＪターン支援事業
経済商工観光部

雇用対策課
10,065 10,065

　県外に住む県外大学生等が，県内で就職活動を行うにあたりかかった

交通費及び宿泊費の一部について，70件助成した。

43 宮城ＵＩＪターン助成金事業
経済商工観光部

雇用対策課
29,556 29,556

　UIJターンによりプロフェッショ ナル人材を受け入れた県内中小企業等

に対し18件の助成金を支給した。

44 外国人材マッチング支援事業
経済商工観光部

国際政策課
16,944 16,944

　県内中小企業と外国人留学生等をマッチングするため，合同企業説明

会，企業向けセミナー，留学生向けセミナー等を行い，外国人材37人が

県内企業から内定を受け就職した。

45
産業振興型保育施設整備緊急加速化

事業

保健福祉部

子育て社会推進課
0 0 　交付対象となる案件がなかったもの。

46 SDGs追求型地域産業振興事業
経済商工観光部

富県宮城推進室
5,590 5,590

　「働きがいも経済成長も」，「産業と技術革新の基盤をつくろう」などのＳ

ＤＧｓの17の目標を達成するため，高校生向け企業説明会，企業紹介ガ

イドブックの作成等の地域産業の持続的な発展に対して寄与が期待され

る事業を実施した。

47 みやぎの伝統的工芸品産業振興事業
経済商工観光部

新産業振興課
2,126 2,126

　国及び県指定の伝統的工芸品の需要開拓事業等への補助として3事業

者に対し支援した。また，（一財）伝統的工芸品産業振興協議会等が主催

する展示会に出展し，販路拡大を支援した。

48 みやぎ優れＭＯＮＯ発信事業
経済商工観光部

新産業振興課
8,500 8,500

　県内で生産された優れた工業製品の中から，技術，品質，安全安心な

ど12項目の基準をクリアした8製品を第14回「みやぎ優れMONO」として

認定し，各種の特典や支援を実施した。

49 みやぎＩＴ商品販売・導入促進事業
経済商工観光部

新産業振興課
13,145 13,145

　優良なIT商品1社1商品をみやぎ認定IT商品に認定し，展示会出展など

により販路拡大等を支援した。また，地域産業が求めるIT商品の開発(2

社2商品）及び改良（6社6商品）に対して補助を行った。

小計 ④ （6事業計） 90,004

小計 ⑤ （7事業計） 68,162 68,162

1-4

人材育成

促進

89,257

1-5

人材確保

支援

小計 ⑥ （21事業計） 240,871 238,689

1-6

地域

産業

振興

促進
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50
みやぎＩＴ市場獲得支援・形成促進事

業

経済商工観光部

新産業振興課
662 662

　大学への技術者派遣を行う県内IT企業に対して補助金を交付し，新規

業務獲得に向けて支援した。（2社3人）

51 AI・IoT産業創出・活用促進支援事業
経済商工観光部

新産業振興課
42,271 42,271

　県内における先進的なAI・IoT関連ビジネスの創出を行う取組を支援す

るため，県内IT企業3社に対し，委託により事業を実施した。

　また，各産業分野において，企業課題の整理，デジタル化プランの策

定，改革を推進する社内人材の育成を支援し，県内産業におけるデジタ

ル化・DXを推進するため，委託により事業を実施し，18社35人の参加が

あった。

　さらに，デジタル技術導入を検討している県内非IT企業と，ソリューショ

ンをもつ県内IT企業との異業種連携を加速させるため，セミナーを2回開

催し，計117人の参加があった。

52 次世代自動車技術実証推進事業
経済商工観光部

自動車産業振興室
2,438 2,438

　環境負荷の少ない電動モビリティを活用した実証事業(2町）に対して補

助金を交付したほか，関係機関との調整など側面支援を行った。

53
ユニバーサルデザインタクシー普及促

進事業

経済商工観光部

自動車産業振興室
15,600 15,600

　ユニバーサルデザインタクシーを導入するタクシー事業者等（15社）に対

して補助金を交付（18件34台）し，ユニバーサルデザインタクシーの普及

及び利活用を促進した。

54 次世代型商店街形成支援事業
経済商工観光部

商工金融課
5,226 5,226

　時代に適合した商店街を構築するため，商店街の将来ビジョ ン形成（2

団体）を支援するとともに，その課題を解決するための事業（ハード事業3

団体）を支援し，商店街の活性化に取り組んだ。

55 商店街ＮＥＸＴリーダー創出事業
経済商工観光部

商工金融課
3,758 3,758

　商店街活動を持続していくため，セミナーの開催（修了者5人），トライア

ル事業の助成（6団体），交流会の開催により，若手や女性リーダーを育

成し，商店街活性化に向けた機運を高めた。

56 買い物機能強化支援事業
経済商工観光部

商工金融課
1,638 1,638

　買い物弱者対策のため移動販売車運行の取組（1事業者）を支援し，地

域の買い物機能強化に取り組んだ。

57 販路拡大推進支援事業
経済商工観光部

商工金融課
1,442 1,442

　個別商談会（バイヤー延べ7社77商談），集団型商談会（同延べ14社

101商談）の開催等を支援し，県内商工業者の販路回復・拡大に取り組

んだ。

58 外国人観光客受入環境整備促進事業
経済商工観光部

観光政策課
1,980 1,980

　宿泊施設や観光集客施設に，無料公衆無線ＬＡＮ設置を行った事業者

に対し補助金を交付し，外国人観光客にとって快適な旅行環境の整備に

取り組んだ。（交付決定件数2件）

59 教育旅行誘致促進事業
経済商工観光部

観光政策課
3,338 3,338

　修学旅行等の教育旅行の誘致を促進するため，関係機関と協力・連携

し，北海道や関西・中部圏において，旅行会社や学校教員を対象とした

説明会等を実施した。

　教育旅行関係団体や中学校・高等学校教職員を対象とした教育旅行モ

ニターツアーを開催した。

60 外国人観光客誘致促進事業

経済商工観光部

観光プロモーショ ン推進

室
15,891 15,891

　台湾，北京，上海に設置しているサポートデスクにおいて，現地での情

報発信を行ったほか，台湾向けFacebookページにて，県内観光情報発信

の強化を図った（フォロワー数は13万人を超えた）。

61
県産食品海外ビジネスマッチングサ

ポート事業

経済商工観光部

国際ビジネス推進室
4,579 2,397

　コーディネーターによる個別相談対応を148件実施し，新たに11企業が

輸出に取り組み，48商品が輸出された。

62 東南アジアとの経済交流促進事業
経済商工観光部

国際ビジネス推進室
4,136 4,136

　宮城県アセアンアドバイザリーデスクを設置し，計7社43件の海外ビジネ

ス支援（取引先候補の発掘・オンライン商談設定等）を実施した。

63 水素ステーショ ン導入促進事業
環境生活部

再生可能エネルギー室
16,700 16,700

　県内における水素エネルギー利活用推進を図るため，民間事業者が行

う商用水素ステーショ ンの整備（1基）に対して支援を行った。

64 水素エネルギー産業創出事業
環境生活部

再生可能エネルギー室
147 147

　水素・燃料電池関連産業セミナーを1回開催し，事業者等を対象に関連

技術に関する情報を提供した。

65 アグリビジネス経営体確保育成事業
農政部

農業振興課
83,812 83,812

　次世代トップリーダーを対象とした講座（７人受講）や組織力向上のため

の社員研修支援（5社），専門家派遣（20経営体，92回）による経営課題

の解決を支援した他，施設整備への助成（２件）を実施した。

66
仙台空港600万人・5万トン実現推進

事業

土木部

空港臨空地域課
7,890 7,890

　新型コロナの影響からの航空需要回復とコロナ収束後の航空旅客の拡

大に向け，利用客の増加が期待されるLCCと連携し，トライアルバリア

（拒否感・不安感）の払拭や，仙台空港に就航している路線紹介，LCCを

使った移動の気軽さを周知するためにランディングページを作成しWeb広

告によりサイトへの誘因を図ることによりLCCの利用促進に取り組んだ。
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67
小学校スクールゾーン内ブロック塀等

除却助成事業

土木部

建築宅地課
5,918 5,918

　小学校のスクールゾーン内の危険なブロック塀等の除却工事に対する

助成事業を行う市町村に対して，市町村負担分の一部を補助し，危険な

ブロック塀等の除却の促進を図った。（24市町185件）

68 小規模防災機能強化補助事業
教育庁

施設整備課
5,918 5,918

　市町村が実施する小中学校施設の防災対策事業（非構造部材の耐震

対策工事）に要する経費の一部を補助し，耐震化の促進を図った。(3市

町6校)

69 私立学校施設設備災害対策支援事業
総務部

私学・公益法人課
5,553 5,553

　私立幼稚園施設の防災機能強化（1園），私立高等学校施設の非構造

部材の耐震化（1校）に要する経費の一部を補助し，防災対策を支援し

た。

70
水災補償付き火災保険等加入支援事

業

復興・危機管理部

復興・危機管理総務課
3,572 3,572

　新たに水災保険・地震保険等に加入した方々が負担する経費の一部を

補助（861件）し，災害からの円滑な生活再建に向けた自助の取組の促

進を図った。

71 地震被害想定調査事業
復興・危機管理部

防災推進課
6,160 6,160

　調査方法等に係る専門的指導・助言を受けるため，宮城県防災会議地

震対策等専門部会を2回開催するとともに，専門知識を有する業者と委託

契約を締結し，第五次地震被害想定調査に着手した。

72 地域防災リーダー育成等推進事業
復興・危機管理部

防災推進課
13,314 13,314

　防災指導員養成講習（地域防災コース）を13回開催し，440人の防災指

導員を養成した。また，フォローアップ講習（地域防災コース）を11回開催

し，264人が修了するなどし，地域・企業における防災知識の習得を図っ

た。

73 災害用石油製品備蓄事業
復興・危機管理部

防災推進課
1,541 1,541

　東日本大震災における燃料不足の教訓を踏まえ宮城県石油商業組

合・宮城県石油商業協同組合と締結した「災害時の石油製品の備蓄に関

する協定書」に基づき，揮発油等の石油製品を災害対応型中核給油所

37か所及び小口燃料配送拠点5か所で適正な備蓄及び管理を行うための

経費の一部を支援した。

74 みやぎ防災ジュニアリーダー養成事業
教育庁

保健体育安全課
128 128

　将来の地域防災活動の担い手を育成するため，県内の高校生を対象と

した研修会を開催し，研修修了者79人を「みやぎ防災ジュニアリーダー」

に認定した。また，79人全員が「宮城県防災指導員」に認定された。

※ 事業ごとに千円未満を四捨五入しているため，合計額とは合致しない場合がある。

総合計 A＋B （74事業）

2-1

災害に対応する

産業活動基盤の

強化

2-2

防災体制

の整備

小計 ⑧ （6事業計）

小計 ⑦ （2事業計）

5,924,847 5,353,570

30,268 30,268

11,836 11,836

震災対策パッケージ 合計 B
⑦・⑧ （8事業計）

42,104 42,104
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参考４ 令和４年度「みやぎ発展税」活用事業一覧 

 
 

(単位：千円)

うち基金充当額

１　産業振興パッケージ 6,182,768 6,163,472

4,522,770 4,517,959

1
経済商工
観光部

産業立地
推進課 3,875,700 3,875,700

　県内に工場等を新設又は増設する企業に対し，初期投資負担軽減のための奨励金
を交付する。

2
経済商工
観光部

産業立地
推進課 11,931 11,920

　「名古屋産業立地センター」を設置し，企業OBを活用しながら中京地区での自動車
関連企業の動向の収集や誘致活動を行う。

3
経済商工
観光部

産業立地
推進課 400,000 400,000 　市町村が行う工場用地造成事業に要する経費を無利子で貸し付ける。

4
経済商工
観光部

産業立地
推進課 100,000 100,000

　県の工業用水を利用し，かつ，高い水質基準が求められる立地企業に対し，新たに
設置する浄水施設の設置費用の一部を助成するもの。

5
経済商工
観光部

産業立地
推進課 20,000 20,000

　市町村等に対し，工業用地造成事業の実施にあたって必要な調査に係る費用を補
助することで，市町村の自発的な造成事業の着手を促すもの。

6
経済商工
観光部

産業デジタル
推進課 108,639 108,639

　県内に事業所を新設するソフトウェア業（開発系ＩＴ企業等）に対し，初期投資負担軽
減と新規雇用促進のための奨励金を交付する。また，首都圏のソフトウェア開発企業
等に対して本県及び県内市町村の取組や支援制度を説明するためのセミナーを開催
する。

7 警察本部 交通規制課 6,500 1,700
　主要な工業団地内など物流の円滑化を図る上で効果的と認められる主要道路上に
信号機等を整備する。

496,283 492,111

8
経済商工
観光部

新産業
振興課 1,980 1,980

　本県の強みを活かした商品開発や地域づくりについての調査検討を行うため，テー
マ指定による産学共同研究会を実施する。

9
経済商工
観光部

新産業
振興課 1,881 1,881

　学術機関と連携し，表面・界面計測に基づいた材料設計・商品開発・生産プロセス
改善を目的としたセミナーの開催，関連機器利用の促進，地域企業におけるこの分野
の技術的課題に対する技術支援を行う。

10
経済商工
観光部

新産業
振興課 206,804 206,804

  地域の中小企業が単独で保有することが難しい機器等を産業技術総合センターに
設置する。

11
経済商工
観光部

新産業
振興課 15,642 14,860

　産業技術総合センターに「みやぎデジタルエンジニアリングセンター」を設置し，学術
研究機関と連携しながら，クリエイティブなデジタルエンジニアの育成を行うとともに，
県内企業へ技術の普及を図る。

12
経済商工
観光部

新産業
振興課 115,063 111,687

　「みやぎ高度電子機械産業振興協議会」の活動として，市場技術セミナー等を開催
するほか，コーディネーターによるフォローアップや販路開拓に必要な経費の一部助
成などを行う。

13
経済商工
観光部

新産業
振興課 8,430 8,430

　県内中小企業等が技術開発等のツールとして有効な国補助事業「戦略的基盤技術
高度化・連携支援事業（サポイン）」を活用するには，事業管理機関が必要であり，そ
の体制整備を（公財）みやぎ産業振興機構で行う。

14
経済商工
観光部

新産業
振興課 68,678 68,678

　高度電子機械産業や自動車産業分野等において，産学官連携による技術高度化
等に必要な技術・製品開発費用等の一部を助成する。また，川下企業等への参入を
図るための試作開発等に取り組む県内企業に対し，その費用の一部を助成する。

15
経済商工
観光部

新産業
振興課 10,000 10,000

　「次世代放射光施設」を中核に据えたリサーチコンプレックスの形成に向けて，関係
機関と連携を図りながら取り組むとともに，県内企業の利用促進に向け，既存放射光
施設（AichiSR）における実地研修参加費の一部を助成するとともに，具体的な活用事
例などの成果報告会を開催する。
　 また，「放射光利用技術研究会」の運営や放射光利用の技術課題についての可能
性調査を拡充して実施することにより，県内企業の技術力，人材育成を支援する。

16
経済商工
観光部

新産業
振興課 9,683 9,683

　次世代素材セルロースナノファイバー（CNF)等の活用を促進するため，県内企業の
CNFを活用した製品開発経費の一部を助成する。
　また，研究会を開催し，認知度向上や技術力・提案力の向上を図るとともに，産業技
術総合センターによる研究実施，学術機関との共同研究を行う。

17
経済商工
観光部

新産業
振興課 12,265 12,265

　産業技術総合センターが主体となり，自動車・高度電子機械・医療機器関連等の分
野に関する研究開発を企業等と連携協力して実施し，その成果を地域企業に技術移
転する。

18
経済商工
観光部

自動車産業
振興室 45,857 45,843

　自動車関連企業OBを活用した地元企業の生産現場改善支援や産業技術総合セン
ターとの共同研究による新技術・新工法の開発支援のほか，新規参入のターゲットと
なる車種の部品を分析・企業へ情報提供し，地元企業の取引拡大を支援する。

新規参入・新産業創出等支援事業

放射光施設設置推進事業

次世代素材活用推進事業

地域企業競争力強化支援事業

自動車関連産業特別支援事業
（人材育成センターを除く）

素材先端技術活用推進事業

富県宮城技術支援拠点整備拡充事業

デジタルエンジニアリング高度化支援
事業

高度電子機械産業集積促進事業
（人材育成センターを除く）

ものづくり基盤技術高度化支援事業

情報通信関連企業立地促進奨励事業

企業立地型交通安全施設整備事業

１－(２) 技術高度化支援

産学連携プロジェクト推進事業

１－(１) 企業集積促進

みやぎ企業立地奨励金事業

名古屋産業立地センター運営事業

工場立地基盤整備事業貸付金

高水質浄水施設整備支援事業

工業団地整備補助事業

パッケージ / 施策の柱 / 事業
担当
部局

担当
課室

令和４年度当初予算額
事業概要等
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450,821 443,500

19
経済商工
観光部

新産業
振興課 6,000 6,000

　ものづくり産業の振興に資する研究開発を行うベンチャー企業等に対して，事務所，
研究室等として県内のインキュベート施設やオフィス等の賃貸物件（東北大学連携ビ
ジネスインキュベータ（T-Biz）を除く。）に入居する場合の賃料の一部を補助する。

20
経済商工
観光部

商工金融課 19,000 19,000

　自動車関連産業，高度電子機械産業，食品製造業関連産業等の分野に新たに参
入等を行う事業者，「生産性特別措置法」による先端設備等導入計画に係る認定を受
けた事業者及び観光関連施設の整備を行う事業者に対して，県信用保証協会が実施
している信用保証料軽減減収分を補てん助成する。

21
経済商工
観光部

商工金融課 4,000 4,000
　商工会等が実施する地域資源を活用した新たな特産品開発や開発後の販路開拓，
ブラッシュアップ等の取組に対し，長期的（最大３年間）に助成する。

22
経済商工
観光部

中小企業
支援室 19,000 19,000

　地域企業の底上げを目指す「ステージアップ支援事業」において，目標達成（企業の
底上げ）を図るため，地域を牽引し，地域への波及効果が期待される認定企業に対
し，設備導入や研究開発，販路開拓等に要する費用の一部を助成する。

23
経済商工
観光部

中小企業
支援室 34,914 34,914

　持続的に成長できる水産加工企業群を形成するため、徹底した伴走型支援による
経営課題の解決と中核人材の育成を通じて、企業競争力を強化するとともに、企業間
連携の取組を促進するもの。

24
経済商工
観光部

中小企業
支援室 69,125 69,125 　創業又は第二創業しようとする者に対し，その経費の一部を助成する。

25
経済商工
観光部

中小企業
支援室 10,925 10,925

　本県での創業希望者に本県の創業環境や創業支援施策の情報を提供する。また、
県内の各地域が抱える地域課題の解決に向けた創業者を増やすことを目的とした取
組みを実施する。

26
経済商工
観光部

中小企業
支援室 19,000 19,000

　中小企業等の地域資源や優れたビジネスアイデアを生かした新商品・新サービスの
研究・開発に向けた経費の一部を助成する。

27
経済商工
観光部

中小企業
支援室 41,285 41,285

　（公財）みやぎ産業振興機構がものづくり中小企業を対象に実施する，生産現場に
おける生産性改善・人員配置の適正化等による経営安定化のための専門家派遣や
現場改善セミナーの開催に要する経費を助成する。

28
経済商工
観光部

中小企業
支援室 20,215 20,215

　（公財）みやぎ産業振興機構がものづくり中小企業等を対象に実施する，県外の発
注企業への営業活動の経費に対する一部助成，自社の加工技術や自社製品の紹介
動画の作成のための専門家派遣及び商談会等の開催に要する経費を助成する。

29
経済商工
観光部

中小企業
支援室 16,625 16,625

　（公財）みやぎ産業振興機構が実施する，中小企業経営者の事業承継への意識を
啓発するほか，関係機関と連携し円滑な事業承継に必要な支援を行う宮城県事業承
継ネットワークの取組に要する経費を助成する。

新
規

30
経済商工
観光部

産業デジタル
推進課 158,000 158,000

　県内中小企業等の生産性向上や事業拡大等に向けて，デジタル化に向けた意識の
底上げを図るとともに，デジタル技術を活用したサービス又はシステム，ソフトウェアの
導入・開発に向けた経費の一部を助成する。

31
経済商工
観光部

中小企業
支援室 32,732 25,411

　商工会・商工会議所が小規模事業者の経営計画作成から計画に基づく販路開拓の
取組に対し伴走型支援を強化するために実施する専門家派遣に要する経費を助成す
る。また，商工会・商工会議所を通して，小規模事業者に対し商談会等への参加に係
る出展費用の一部を助成する。

122,354 122,252

32
経済商工
観光部

新産業
振興課

自動車産業
振興室

13,090 13,090
　大学生等を対象に，高度電子機械分野及び自動車分野の専門的な研修及びセミ
ナーを実施する。

33
経済商工
観光部

産業デジタル
推進課 28,827 28,827

　県内ＩＴ企業等への就業促進のため，就職活動前の学生等を対象に県内ＩＴ企業等
が教育機関等と連携して行う事業に対し費用の一部を助成するほか，新卒学生等の
採用後の人材育成を支援し，ＩＴ産業の人材確保を図る。

34
経済商工
観光部

産業人材
対策課 35,713 35,704

　県内ものづくり産業への興味関心を促す動画や広報誌を作成・配布するとともに，高
校生を対象とした熟練技能者による技術指導，ものづくり企業工場見学会やキャリア
セミナー等を開催する。

35 教育庁 教職員課 1,980 1,980
　専門高校等の教員等を最先端の技術・技能を有する企業等に派遣して最新技術等
を習得させる。

36 教育庁 高校教育課 4,880 4,880
　工業系高校生に，企業OB等の熟練技能者による即戦力人材育成のための実践指
導を行う。

37 教育庁 高校教育課 37,864 37,771

　ものづくり人材の育成と県内企業への就職を支援するため，各圏域の拠点となる高
校に地学地就コーディネーターを配置し，各圏域の高校や地方振興事務所と連携を
図りながら，企業訪問等による県内企業と生徒のマッチングや卒業生（既就職者）等
のフォローアップを行う。

ものづくり人材育成確保対策事業

産業人材養成教員研修事業

みやぎクラフトマン２１事業

「地学地就」産業人材育成事業

中小企業等デジタル化支援事業

小規模事業者伴走型支援体制強化事
業

１－(４) 人材育成促進

高度産業人材育成センター運営事業

IT人材採用・育成支援事業

スタートアップ加速化支援事業

みやぎ創業推進支援事業

新事業創出支援事業

生産現場改善強化支援事業

取引拡大チャレンジ支援事業

事業承継支援体制強化事業

１－(３) 中小企業・小規模事業者活性化 

ものづくり産業起業家等育成支援事業

富県宮城資金等円滑化支援事業

地域特産品等販路開拓等支援事業

ステージアップ支援事業

水産加工業競争力強化支援事業
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126,810 126,810

38
経済商工
観光部

産業立地
推進課 2,126 2,126

　県内に立地した企業の雇用確保の支援を効果的に実施するため，高校生を中心と
した就職予定者やその家族に対して立地企業の魅力を発信するための情報提供を行
うもの。

39
経済商工
観光部

産業人材
対策課 500 500

　みやぎdeインターンシップ事業に参加した学生を対象に旅費・宿泊費を一部助成す
る。

40
経済商工
観光部

産業人材
対策課 7,284 7,284

　県内で働く社会人との交流の場を設けることにより，本格的な就職活動を前にした
学生の視野を広げ，県内企業や県内就職についての具体的イメージを持たせるきっ
かけとし，県内企業の認知度向上を図るとともに，県内企業への就職を促進するも
の。

41
経済商工
観光部

雇用対策課 14,350 14,350
　県外の学生に対して採用面接等のため来県した際の交通費・宿泊費の一部を助成
する。

42
経済商工
観光部

雇用対策課 38,000 38,000
　県外に居住するプロフェッショナル人材を，有料人材紹介会社を介し，新たに受け入
れた企業に対し，紹介手数料の一部を助成する。

43
経済商工
観光部

国際政策課 16,100 16,100
　外国人を雇用中又は雇用しようとする県内企業を対象に，外国人材活用の検討，採
用，育成，定着までの相談をワンストップで行う窓口の設置や，企業向けセミナー，外
国人留学生等を対象とする合同企業説明会等を実施する。

44 保健福祉部
子育て

社会推進課 48,450 48,450
　ものづくり産業における働きやすさ向上のため，工業団地内における事業所内保育
施設等の整備費用の一部を助成する。

463,730 460,840

45
経済商工
観光部

富県宮城
推進室 8,000 8,000

　地方振興事務所からの企画提案により，地域産業の持続的な発展に資する取組を
実施する。

46
経済商工
観光部

新産業
振興課 4,570 4,570

　産学官の連携や異業種間のネットワークを通じた新商品開発等に要する費用の一
部を助成するとともに，販路開拓を支援するための展示会等への出展を実施する。

47
経済商工
観光部

新産業
振興課 8,500 8,500

　県内の優れた工業製品を発掘し，「みやぎ優れＭＯＮＯ」として認定するとともに，認
定製品の市場開拓や販路拡大等を支援する。

48
経済商工
観光部

産業デジタル
推進課 28,313 28,313

　県内IT企業が開発した商品の販促活動の費用の一部を助成するとともに，県内ＩＴ
企業と地元産業のマッチング促進に向けた展示会出展や，商品開発費用の一部を助
成する。

49
経済商工
観光部

産業デジタル
推進課 46,035 46,035

　AI･IoT等のビジネス創出のための実証機会の創出，AI･IoTを活用する人材の育成
及びIT企業とユーザー企業等の異業種間連携促進により，AI･IoTの産業創出・活用
促進を行う。

50
経済商工
観光部

自動車産業
振興室 11,000 11,000

　沿岸被災地をフィールドとした電動モビリティの活用実証事業に関し，実施主体（女
川町，南三陸町）の実施費用の一部を助成する。

51
経済商工
観光部

自動車産業
振興室 57,000 57,000

　UDタクシー車両を新たに導入する事業者等に対し，導入費用の一部を補助するも
の。

52
経済商工
観光部

商工金融課 17,000 17,000
　商店街組合やまちづくり会社が商店街の課題を解決するために必要なソフト・ハード
事業及びビジョン形成に対して助成する。

53
経済商工
観光部

商工金融課 6,806 6,806
　将来，商店街等の地域商業リーダーとなる人材を育成するため，セミナーの開催や
若手・女性商業者が実施する新たな魅力発信などの事業に対して助成する。

54
経済商工
観光部

商工金融課 7,842 7,842
　商店街組織や商業者等が実施する，従来の商業機能を強化・補完するための新た
な販売手法の取組に対して費用の一部を助成する。

55
経済商工
観光部

商工金融課 1,737 1,737
　県内商工業者の販路回復・拡大等の支援を行うために県内中小企業支援機関が実
施する商談会等の取組に対して費用の一部を助成する。

56
経済商工
観光部

観光政策課 15,259 15,259
　外国人観光客等を迎える基盤整備として，宿泊施設や観光集客施設等に無料で使
用できる無線LANや外国語観光案内板等の設置を行う事業者に対し，その費用の一
部を助成する。

57
経済商工
観光部

観光政策課 3,600 3,600
　メインターゲットとなる北海道や中部以西（中部・関西・九州地区）に加え，北関東の
教員等を対象に，現地旅行会社や学校関係者を訪問し，震災研修を含めた教育旅行
の招請を行う。

教育旅行誘致促進事業

ユニバーサルデザインタクシー普及促
進事業

次世代型商店街形成支援事業

商店街ＮＥＸＴリーダー創出事業

買い物機能強化支援事業

販路拡大推進支援事業

外国人観光客受入環境整備促進事業

みやぎの伝統的工芸品産業振興事業

みやぎ優れＭＯＮＯ発信事業

みやぎＩＴ商品販売・導入促進事業

AI・IoT産業創出・活用促進支援事業

次世代自動車技術実証推進事業

宮城ＵＩＪターン助成金事業

外国人材マッチング支援事業

産業振興型保育施設整備緊急加速化
事業

１－(６) 地域産業振興促進

SDGs追求型地域産業振興事業

立地企業雇用確保支援対策事業

インターンシップ学生応援事業

みやぎ学生×企業コミュ活事業

学生ＵＩＪターン支援事業

１－(５) 人材確保支援
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58
経済商工
観光部

観光プロモー
ション推進室 22,374 22,374

　台湾及び中国（上海）において，現地サポートデスクを設置し，旅行会社等へのセー
ルスコール，招請，商品造成のフォロー，現地旅行博や商談会への出展等の取組を
実施するもの。また，台湾，中国，韓国，香港，欧米豪市場に対する情報発信の一元
化を図ることで機動的なプロモーション事業を展開し，誘客を図るもの。

59
経済商工
観光部

国際ビジネス
推進室 6,844 3,954

　県産食品の輸出拡大に向けて，県産品販路開拓コーディネータを設置し，輸出に取
組む県内事業者に対し，複雑な輸出規制等の貿易実務，ボトルネックとなることの多
い流通面の支援強化により，県産食品の海外販路開拓を支援する。

60
経済商工
観光部

国際ビジネス
推進室 10,450 10,450

　東南アジアに精通する事業者・専門家を通じて，海外販路先として有望な市場の
ニーズや販売先等に関する情報収集を行うとともに，県内企業の現地販路開拓・拡
大，現地進出等に対して必要な支援を実施する。

61 環境生活部
再生可能

エネルギー室 2,200 2,200
　水素エネルギーに関する産業創出に向け，県内事業者等を対象に大学等学術機関
と連携した燃料電池・水素関連技術に関する産業セミナーを開催する。

62 農政部 農業振興課 168,912 168,912

　経営の多角化や大規模園芸生産等を行おうとする経営体に対して，施設整備等の
経費の一部を助成する。また，アグリビジネス経営体の育成に向けた経営講座や専
門家派遣を実施する（公財）みやぎ産業振興機構に対し，その経費の一部を助成す
る。

新
規

63 農政部 畜産課 24,530 24,530

　多様性に満ちた農業経営体（採卵養鶏・養豚）の経営の安定と発展をはかるため，
意欲ある中小規模の生産者を支援し，畜産の労働生産性向上・食品産業との連携強
化による持続的な地産地消を推進し、食を基軸とする付加価値の連鎖（バリューチェー
ン）の構築を図る。

64 土木部
空港臨空
地域課 12,758 12,758 　航空会社等と連携した誘客の促進や航空貨物拡大に向けた取組の推進を図る。

２　震災対策パッケージ 93,666 93,662

37,984 37,984

65 土木部 建築宅地課 20,984 20,984
　危険なブロック塀等の改善を加速させるため，ブロック塀等の除却に対して，市町村
による助成に加えて，県による市町村への助成も実施するもの。

66 教育庁 施設整備課 17,000 17,000
　市町村が行う小中学校施設の防災対策事業のうち，国庫補助の対象とならない小
規模な非構造部材の耐震対策工事に要する経費の一部を助成する。

55,682 55,678

67 総務部
私学・

公益法人課 2,829 2,829 　私立学校の耐震化工事等に要する費用の一部を助成する。

68
復興・

危機管理部

復興・
危機管理
総務課

23,500 23,496
　大規模災害時における経済的な被害の最小化につなげるため，水災・地震補償を
付帯した保険等への新規加入者にインセンティブを付与し，保険加入等の自助取組を
後押しすることで，地域防災力の向上を図るもの。

69
復興・

危機管理部
防災推進課 9,350 9,350

　県内に大規模な被害をもたらす地震を想定して，地震動，液状化，津波浸水等の分
布範囲を予測するとともに，人的被害，建物被害，ライフライン被害，交通施設被害，
経済被害等についても被害予測を行い，本県の各種地震防災対策に資するもの。

70
復興・

危機管理部
防災推進課 16,659 16,659

　災害に関する基礎知識や防災対策等の技能を有する防災リーダーを地域や企業内
で計画的に育成するための養成講習等を開催する。

71
復興・

危機管理部
防災推進課 1,541 1,541

　資源エネルギー庁事業により災害対応型中核給油所等に備蓄された燃料を優先的
に利用するための管理に必要な経費を負担する。

72 教育庁
保健体育
安全課 1,803 1,803

　自主防災組織等における将来の地域防災活動の担い手となる，「みやぎ防災ジュニ
アリーダー（高校生）」を養成する。

6,276,434 6,257,134

外国人観光客誘致促進事業

県産食品海外ビジネスマッチングサ
ポート事業

東南アジアとの経済交流促進事業

水素エネルギー産業創出事業

アグリビジネス経営体確保育成事業

多様で特色のある県畜産物の生産消
費促進事業

仙台空港600万人・5万トン実現推進事
業

２－(１) 災害に対応する産業活動基盤の強化

小学校スクールゾーン内ブロック塀等
除却助成事業

小規模防災機能強化補助事業

２－(２) 防災体制の整備

私立学校施設設備災害対策支援事業

水災補償付き火災保険等加入支援事
業

地震被害等想定調査事業

地域防災リーダー育成等推進事業

災害用石油製品備蓄事業

みやぎ防災ジュニアリーダー養成事業

　　　　合　　　　　　　　計



 

 

 

 

 


